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Ⅰ . 課 題 と 方 法  

１ ． 本 論 文 の 課 題  

 1962 年 に 農 業 生 産 法 人 制 度 が 制 定 さ れ て 50 年 余 を 経 過 し た 現

在 、 新 し い 農 業 生 産 法 人 諸 形 態 の 形 成 展 開 が 続 い て い る 。 そ れ を

労 働 主 体 か ら み る と 、 従 来 の 農 民 に 加 え て 、 農 協 の 職 員 、 市 民 、

地 方 自 治 体 の 職 員 な ど が 主 体 に な る も の が 生 ま れ て い る 。農 業 生

産 法 人 の 出 資 と い う 点 で も 、 農 業 者 ・ 農 民 に 加 え て 、 関 係 農 協 、

市 町 村 自 治 体 ・ 行 政 、 民 間 会 社 、 非 農 家 ・ 市 民 等 の 出 資 が あ る 。

ま た 、 法 人 の 組 織 形 態 で も 、 従 来 の １ 戸 １ 法 人 か ら 数 戸 １ 法 人 、

生 産 組 織 ・ 営 農 集 団 の 法 人 、 さ ら に 集 落 ぐ る み の 法 人 ・ 集 落 営 農

型 と も い う べ き 法 人 な ど も 生 ま れ て き て い る 。農 業 生 産 法 人 の 組

織 形 態 に お い て も 、 従 来 の も の に 加 え て 、 株 式 会 社 法 人 も 容 認 さ

れ 、 そ の 数 も 増 加 し つ つ あ る 。 こ れ ら の 動 向 の な か で 注 目 さ れ る

の は 、地 域 農 業 を 担 う 法 人・集 落 営 農 型 農 業 生 産 法 人 で あ る 注 1 )。

こ の 形 成 及 び 展 開 の 可 能 性 を 検 討 す る こ と は 、政 策 上 や 農 業 生 産

の 担 い 手 、 さ ら に 農 業 経 営 の 企 業 的 な 展 開 と し て も 重 要 で あ る 。

そ の 理 由 と し て は 、 食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 政 策 の 「 基 本 計 画 」 の 見 直

し の 一 環 で 「 集 落 営 農 の 組 織 化 と 農 業 経 営 の 法 人 化 」 が 重 点 課 題

の 一 つ に な っ て い る こ と や 、米 政 策 改 革 の 成 否 が 農 協 系 統 に よ る
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実 行 組 合 を 軸 に し た 集 落 ぐ る み の 営 農 の 法 人 化 活 動 に か か っ て

い る こ と 、 さ ら に 、 今 日 進 め ら れ よ う と し て い る TPP 協 定 の 批 准

等 々 の 政 策 動 向 な ど に 対 応 、 対 抗 す る か ら で あ る 。 こ の よ う な 政

策 動 向 、 厳 し い 農 業 環 境 と い う な か で 、 と く に 、 昨 今 、 地 域 の 農

業 、集 落 を 基 礎 に す る 営 農 を 誰 が 担 う の か と い う 問 い に 答 え る ひ

と つ と し て 、 集 落 営 農 を 担 う 法 人 （ 集 落 営 農 型 農 業 生 産 法 人 ） が

あ り 、そ の 増 加 展 開 が ど の よ う に 進 ん で い る の か は 重 要 な 課 題 と

な っ て い る 。  

こ れ ま で の 増 加 要 因 と し て は 、 ① 政 策 も そ れ を 後 押 し 、 助 成 措

置 も 用 意 さ れ る 。 こ れ に よ っ て 、 ② 全 国 各 地 で 集 落 営 農 法 人 の 設

置 件 数 が 増 加 し て い る 。 ③ し か し 、 中 に は 政 策 に よ る 助 成 措 置 が

得 ら れ る か ら 設 立 し た と い う ケ ー ス も あ っ た 。④ そ の よ う な ケ ー

ス は 、 政 策 に よ る 後 押 し が な く な る と 解 散 、 消 滅 し た 。 ま た 、 必

ず し も 良 好 な 経 営 と は 言 え な い も の で あ っ た 。 ⑤ だ が 、 地 域 の 担

い 手 と し て 明 確 に 位 置 づ け ら れ た ケ ー ス は 、 そ れ に 該 当 し な い 。

す な わ ち 、 経 営 状 況 も 良 好 、 継 続 性 も あ り 、 期 待 さ れ た 地 域 資 源

の 維 持 に も 貢 献 す る も の も あ る 。 そ の よ う な ケ ー ス は 、 財 務 管 理

を し っ か り と 行 っ て い る と 考 え る 。  

そ こ で 、 本 研 究 で は 、 財 務 状 況 が 良 好 な 集 落 営 農 型 法 人 で あ る

か ら 維 持 ・ 展 開 で き て い る と も 言 え る の で 、 選 定 し た 事 例 の 財 務
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分 析 か ら そ の 有 効 性 を 明 ら か に す る 。 さ ら に 、 そ の よ う な 経 営 の

財 務 分 析 を 行 え ば 、単 に 助 成 措 置 を 得 る た め に 誕 生 し た ケ ー ス と

は 違 っ て 、地 域 の 担 い 手 と し て 位 置 づ け ら れ 誕 生 し た 集 落 営 農 型

法 人 が 担 い 手 や 地 域 資 源 の 維 持 に 貢 献 し て い る こ と が 明 ら か と

な る 。 こ の よ う に 、 今 日 の 日 本 と 北 海 道 農 業 の 担 い 手 と し て 、 集

落 営 農 型 法 人 が あ る が 、 本 研 究 で は 、 集 落 営 農 型 法 人 の 増 加 要 因

を 、 経 営 財 務 分 析 、 安 全 性 分 析 を 中 心 に 明 ら か に す る こ と を 研 究

目 的 に し て い る 注 2 )。  

 

2 .従 来 の 研 究 と 分 析 視 角  

（ 1） 従 来 の 研 究 の 特 徴  

従 来 の 研 究 視 角 で の 考 察 は 、法 人 化 に よ る 既 存 の 集 落 営 農 の 機

能 強 化 の 内 容 を 検 討 す る も の や 、特 定 農 業 法 人 の 地 域 多 様 性 を 問

題 に し 、 比 較 検 討 す る も の 、 政 策 の 担 い 手 の 対 象 ・ 目 標 と 実 態 と

の 関 連 を 検 討 す る も の 、農 地 の 自 主 的 管 理 を 行 う も の と し て 特 定

農 業 法 人 を 評 価 す る も の な ど が あ る (東 山 寛 氏 「 東 北 地 域 に お け

る 集 落 営 農 型 法 人 の 現 局 面 と 農 地 管 理 」『 2004 年 度 日 本 農 業 経 済

学 会 論 文 集 』 45 頁 の 整 理 に よ る )。  

今 日 で は 、 地 域 農 業 の 変 革 主 体 ・ 担 い 手 と し て 集 落 営 農 法 人 を

評 価 す る も の 「 集 落 営 農 法 人 が 担 う 地 域 農 業 変 革 」（ 福 田 竜 一 著
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、農 林 金 融 2011.2）が あ り 、ま た 、集 落 営 農 法 人 の 存 続 と 関 連 す

る 、 「 集 落 営 農 型 法 人 に お け る 収 益 分 配 方 式 と 経 営 分 析 指 標 」 (

竹 山 孝 治 『 島 根 農 技 研 報 』 37 25～ 40 頁 、 2007)か ら 検 討 す る も の

や 、 「 集 落 営 農 法 人 の 成 長 要 因 に 関 す る 一 考 察 」 (山 本 ・ 森 、 『

広 島 経 済 大 学 経 済 研 究 論 集 』 2013.12)す る も の な ど が あ る 。  

さ ら に 、 最 近 で は 、 政 策 推 進 の 展 開 と し て 、 農 業 生 産 組 織 か ら

1990 年 代 か ら の 集 落 営 農 、そ の 法 人 化 と し て 展 開 し て き て い る も

の で 、「 集 落 営 農 (法 人 )は 地 域 で 使 わ れ だ し た 地 域 自 生 」 の も の

と し て 公 的 に 使 用 さ れ 展 開 し た も の で あ る (田 代 洋 一 『 地 域 農 業

の 持 続 シ ス テ ム 』 25 頁 、 2016)な ど と 、 歴 史 的 ・ 政 策 的 視 点 か ら

整 理 が さ れ て い る も の が あ る 。 加 え て 、 集 落 営 農 型 法 人 に は 、 そ

の 生 産 や 流 通 の 特 徴 か ら 「 作 業 協 同 」 や 「 流 通 協 同 」 な ど の 類 型

化 に よ る 検 討 研 究 (田 代 洋 一 著 書『 地 域 農 業 の 担 い 手 群 像 』46 頁 、

57 頁 、2011)も あ る 。こ れ ら の 研 究 成 果 を 踏 ま え て 、本 研 究 で は 、

地 域 資 源 で あ る 農 地 等 を 維 持 し て い く た め の 担 い 手 と し て の 集

落 営 農 と い う こ と か ら 、 全 国 に お い て 、 地 域 や 集 落 で の 農 地 や 農

家 の 包 含 に よ っ て 、 差 異 が あ る と 考 え る 。 こ の よ う な 視 角 か ら 、

全 国 の 事 例 を 大 き く 3 つ に 類 型 化 し 、 経 営 診 断 ・ 経 営 評 価 で 重 要

な 経 営 財 務 分 析 ・ 安 全 性 分 析 を 中 心 に 検 討 す る 。  

（ 2） 分 析 対 象 と 方 法  
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従 来 の 研 究 で は 、 集 落 営 農 の 機 能 強 化 の 検 討 や 、 農 地 の 自 主 的

管 理 を 行 う も の と し て の 評 価 、 最 近 で は 地 域 農 業 の 変 革 主 体 ・ 担

い 手 と し て 集 落 営 農 型 法 人 を 評 価 す る 動 き が 盛 ん に な っ て き て

い る 。し か し 、い ず れ も 、集 落 営 農 経 営 の 展 開 と し て 必 要 な 経 営 ・

財 務 分 析 、 特 に 、 経 営 診 断 に 重 要 な 財 務 分 析 ・ 安 全 性 分 析 に は 至

っ て い な い 。 本 来 、 集 落 営 農 型 法 人 も 農 業 生 産 法 人 の な か に あ る

も の で 、 法 人 経 営 と し て 評 価 す る 必 要 が あ る 。 し か も 、 地 域 や 集

落 の ひ ろ が り に よ っ て 、法 人 経 営 の 展 開 に 相 違 が 出 て く る と 考 え

る 。 こ の よ う な 認 識 か ら 、 本 研 究 で は 、 全 国 に 展 開 す る 集 落 営 農

法 人 を 概 観 し 、 集 落 営 農 型 法 人 を ３ 類 型 化 し 、 類 型 的 に い か に 形

成 さ れ 、 経 営 展 開 し て き た の か を 、 財 務 分 析 ・ 安 全 性 分 析 を 中 心

に 、近 年 注 目 さ れ る 農 業 の 6 次 産 業 化 と い う 視 点 も 含 め て 考 察 す

る こ と か ら 明 ら か に す る 。  

具 体 的 に は 、全 国 的 な 事 例 把 握 か ら 集 落 営 農 型 法 人 を 集 落 の 主

に 参 加 農 家 数 ・ そ の 農 地 面 積 割 合 と 集 落 数 か ら 大 き く 3 つ に 類 型

化 し 、 優 良 事 例 よ り 検 討 す る 。  

第 1 類 型 … 集 落 の 大 半 が 参 加 (農 家 ・ 土 地 )、 主 体 的 労 働 力 を も

つ 集 落 営 農 型 法 人  

こ の 法 人 は 、 農 業 の 生 産 、 流 通 、 加 工 へ の 労 働 力 を 配 分 す る こ

と が で き る も の で あ り 、 農 業 労 働 力 か ら み る と 二 つ の 型 が あ る 。
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ひ と つ は 、大 半 が 参 加 し た 集 落 営 農 の 全 員 参 加 型 で 、も う 一 つ は 、 

数 名 が 作 業 を 行 う オ ペ レ ー タ ー 型 が あ る 。  

 こ の よ う な 集 落 営 農 型 法 人 は 、 一 般 に 畑 作 は 少 な い が 、 北 海 道

で 形 成 さ れ て い る 。 し か し 、 多 数 の 構 成 農 家 に よ っ て 形 成 さ れ た

法 人 は 全 員 が 参 加 す る と い う と こ ろ ま で 至 っ て い な い 。そ れ は 集

落 機 能 が 弱 い か ら で あ る し 、 耕 地 面 積 が 大 き い こ と も 関 連 す る 。

少 数 の 構 成 員 に よ っ て 設 立 さ れ る 法 人 の 場 合 に は 、構 成 員 全 員 が

参 加 す る も の が 多 い 。対 象 と し て は 、主 に 、西 上 経 営 組 合 、及 び 、

卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 ・ グ リ ー ン ヒ ル 905 と す る 。  

 第 2 類 型 … 集 落 の 全 域 ・ 全 員 が 参 加 （ 農 家 ・ 土 地 ） 主 労 働 力  

こ の 法 人 も 二 つ の 作 業 方 式 が あ る 。 ひ と つ は 、 構 成 農 家 の 全 員 が

農 作 業 に 参 加 す る 集 落 農 家 全 体 型 と 、 一 部 の 農 家 ・ 農 業 者 に よ る

オ ペ レ ー タ ー 型 が あ る 。  

対 象 と し て は 、 集 落 ぐ る み ・ １ ～ ２ 集 落 を も つ 法 人 、 広 島 県 の

例 － 現 在 は “ 北 広 島 町 ” の 集 落 営 農 型 法 人 、 そ の 展 開 と し て の 大

朝 農 産 株 式 会 社 と す る 。 こ の 法 人 は 、 第 3 類 型 へ と 進 む も の で あ

る 。 さ ら に 、 第 2 類 型 の モ デ ル と し て 宮 崎 県 き ら り 農 場 高 木 農 事

組 合 法 人 と す る 。  

 第 3 類 型  複 数 集 落 の 連 合 型 法 人 、 集 落 間 連 携 型 法 人  
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こ の 類 型 の 対 象 と し て は 、 広 域 ・ ２ 集 落 以 上 を も つ 集 落 営 農 型

法 人 、 静 岡 県 大 東 農 産 、 さ ら に 、 前 述 の 広 島 県 の 大 朝 農 産 株 式 会

社 と す る 。  

考 察 内 容 と し て は 、 ① 事 例 の 形 成 要 因 、 ② 事 業 展 開 の 特 徴 、 ③

従 業 員 ・ 労 働 者 、 構 成 員 な ど に つ い て 検 討 し 、 そ の 経 営 診 断 の 評

価 と し て 財 務 (諸 表 )分 析 、特 に 3 つ の 安 全 性 基 準 よ り 明 ら か に す

る 。  

 

Ⅱ . 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成 ・ 画 期  

 

1.  農 業 生 産 法 人 ・ 集 落 営 農 型 法 人 化 の 形 成 ・ 展 開 の 歴 史 的 な 経

緯  

 今 日 、日 本・北 海 道 農 業 の 担 い 手（ 農 地 の 活 用 と 保 全 主 体 、農

作 業 の 担 い 手 ）と し て 農 業 生 産 法 人 の 果 た す 役 割 は 、益 々 増 大 し

て き て い る 。し か し 、農 業 生 産 法 人 の 農 業 の 担 い 手 と し て の 役 割 、

及 び 農 業 経 営 発 展 と し て の 農 業 生 産 法 人 の 意 義 、現 段 階 的 な 把 握

と そ の 評 価 は 必 ず し も 、こ れ ま で 十 分 と は い え な い 。と く に 、最

近 の 10 年 間 の 考 察 は 十 分 で な い と 考 え ら れ る 。 本 論 文 で は 、 こ

の よ う な 認 識 か ら 農 業 の 担 い 手 と し て の 農 業 生 産 法 人 、具 体 的 に

は 統 計 的 な 把 握・分 析 対 象 と し て 道 内 の 農 業 生 産 法 人 を 主 な 対 象
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に 、こ れ ま で の 農 業 生 産 法 人・集 落 営 農 型 法 人 の 展 開 を 画 期 ご と

に 概 観 す る 。そ し て 、農 業 生 産 法 人・集 落 営 農 型 法 人 の 類 型 分 け

を し て 把 握 す る こ と に す る 注 3 ） 。  

 

（ １ ） 法 人 展 開 の 画 期 と 特 徴  

 ま ず 、こ れ ま で の 法 人 の 形 成・展 開 過 程 を 歴 史 的 に 画 期 区 分 し

概 括 的 に 整 理 す る と 、全 国・北 海 道 の 農 業 生 産 法 人 の 展 開 は 、大

き く ４ 期 に 分 け ら れ る (表 2-1)。  

１ ） 第 １ 期（ 1962 年 ～ 1975 年 ）：第 １ 次 農 業 生 産 法 人 形 成 の

増 加 ・ 成 長 期 － 基 本 法 農 政 の 展 開  

 19 6 1 年 農 業 基 本 法 農 政 が 開 始 さ れ 、 そ の な か に 法 人 経 営 の 創

設・形 成 の 萌 芽 が 示 さ れ る 。そ し て そ の 翌 年 に 農 地 法・農 協 法 等

が 改 正 さ れ 、は じ め て 農 業 生 産 法 人 が 農 地 の 所 有・利 用 と 農 業 経

営 が で き る と い う 制 度 的 枠 組 み が 確 立 し た 。こ れ に よ っ て 農 家 の

法 人 化・農 業 生 産 法 人 化 が 進 み 、急 激 な 法 人 の 形 成・増 加 と な る 。

こ の 期 は 、 法 人 の 形 成 の 増 加 ・ 成 長 期 と い う こ と が で き る 。  

 農 業 生 産 法 人 制 度 成 立 当 初 の 法 人 の 成 立 契 機 は 、税 金 問 題（ 税

金 へ の 不 満 か ら ）で あ っ た と い わ れ る 。こ れ を 契 機 に 農 業 部 門 で

の 法 人 化 運 動 が 全 国 的 に 広 が り 、 1962 年 に 農 業 生 産 法 人 の 法 制

度 が 整 備 さ れ 、農 家・家 族 経 営 の 法 人 化 が 可 能 と な り 、急 速 に 農
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業 生 産 法 人 が 設 立 さ れ た 。 こ の こ と は 、 1965 年 ま で に 全 国 で

1,29 5 法 人 、北 海 道 で も 法 制 度 成 立 時 に は 50 数 法 人 が 形 成 さ れ 、

3 年 後 の 1968 年 に は 236 も の 法 人 が 設 立 さ れ た こ と に 示 さ れ る 。

つ ま り 、法 人 は 農 家 と 異 な り 、高 い 売 上 高・粗 収 入 を 上 げ て も 必

要 経 費（ 研 修 費・保 険 料 な ど ）が 認 め ら れ 、し か も 赤 字 の 繰 越 や

専 従 者 給 与 が 控 除 さ れ 、全 体 と し て 農 家 よ り は 税 の 軽 減 が で き る

と い う 税 対 策 面 で の 有 利 性 が あ っ た 。さ ら に 制 度 融 資 や 資 金 確 保

が 容 易 で あ る と い う こ と も 考 え ら れ る 。  

２ ） 第 ２ 期（ 1976 年 ～ 1992 年 ）：法 人 形 成 の 停 滞 期 － 総 合 農

政 ・ 市 場 主 義 農 政 ・ 経 済 構 造 調 整 期  

 19 7 0 年 代 に 入 り 、農 業 生 産 が 内 外 圧 力 に よ り 農 産 物 の「 過 剰 」

が 深 刻 に な る 。こ の 打 開 策 と し て 市 場 原 理 の 導 入 に よ る 市 場 競 争

の 激 化 で 純 利 益 の 拡 大 が 困 難 化 す る 。と く に 、こ れ ま で の 選 択 的

拡 大 品 目 の 価 格・生 産 額 の 停 滞 は 、そ の 分 野 で の 法 人 化 を 鈍 化 さ

せ 、農 業 生 産 法 人 を 解 散・中 止 す る も の が 増 加 す る こ と に よ り 減

少 さ せ る こ と に な る 。こ の こ と か ら 、全 国 、及 び 道 の 法 人 形 成 の

停 滞 期 と い う こ と が で き る 。こ の 期 に は 農 産 物 貿 易 の 自 由 化 や 食

生 活 の 変 化 に 伴 い 、日 本 の 農 産 物 供 給「 過 剰 」問 題 が 発 生 し 、食

用 米 の 第 一 次 生 産 調 整 政 策 に み ら れ る よ う な 減 反 対 策 が と ら れ

る 。加 え て 、農 業 全 体 に 対 す る「 過 保 護 」攻 撃 な ど を 背 景 に 、大
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規 模 農 業 経 営・法 人 も 大 き な 影 響 を 受 け る 。こ れ ら に よ る 農 業 経

営 悪 化 な ど の 原 因 に よ り 、 法 人 は 、 3,20 0 を ピ ー ク に 減 少 す る 。

北 海 道 で も 1977 年 1,4 5 1 を ピ ー ク に 一 時 減 少 に 転 じ た 。し か し 、

そ の 後 経 営 環 境 の 改 善 に 伴 い 、1985 年 頃 を 底 に 徐 々 に 回 復 す る 。

こ の 間 の 特 徴 は 、諸 制 度 の 変 化 に よ り 、法 人 設 立 の 意 義 が 後 退 す

る 。例 え ば 、農 家 の 青 色 申 告 の 採 用 に よ っ て 専 従 者 給 与 が 税 控 除

の 対 象 に で き る 等 で あ る 。逆 に 、法 人 の 場 合 に は 、転 作 奨 励 金 が

一 時 所 得 に な り 税 対 象 に な る こ と や 、構 成 員 後 継 者 で も 生 前 一 括

贈 与 税 の 特 例 は 受 け ら れ な い な ど の 問 題 が 明 ら か に な り 、停 滞 期

と い え る 。  

３ ） 第 ３ 期 （ 1993 年 ～ 1999 年 ） ： 第 ２ 次 法 人 形 成 の 増 加 ・ 成

長 期 － 新 政 策・ WTO 体 制・新 農 業 基 本 法 農 政 下 で の 法 人 形 成 の 促

進 期  

 19 9 2 年 の 新 政 策 、1993 年 の 関 連 三 法 の 制 定 や 1994 年 農 政 審 の

答 申 、 WTO 協 定 批 准 、 さ ら に 1999 年 食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 法 の

制 定 に よ る 新 農 政 の ス タ ー ト・経 営 政 策 で の 組 織 経 営 体・法 人 の

推 進 と 支 援 に よ り 、 1993 年 頃 か ら 急 速 な 法 人 形 成 ・ 増 大 が 続 い

て い る 。つ ま り 、こ の 期 は 全 国 及 び 北 海 道 の 農 業 生 産 法 人 の 形 成

の 増 加・第 二 の 増 加・成 長 期 と い う こ と が で き る 。そ れ は 、国 の

農 業 政 策 の ひ と つ の 柱 と し て 施 策 の 推 進 対 象 に 法 人 が 位 置 付 け
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ら れ 、1995 年 4,0 0 0 台 か ら 2000 年 約 6,00 0 台 へ と 増 大 す る 。各

地 方 で も 、全 般 的 な 増 加 傾 向 を 示 し て い る 。北 海 道 内 で も 、道 政

に よ る 農 業 生 産 法 人 の 育 成 指 針 に み ら れ る よ う な 推 進 政 策 に よ

り 、同 じ よ う に 増 加・拡 大 し て い る こ と が 示 さ れ る 。す な わ ち こ

の 期 の 特 徴 は 、 1990 年 代 に 入 り 農 業 生 産 法 人 制 度 改 正 等 の 規 制

緩 和 に よ り 、事 業・規 模 拡 大 が 容 易 に な る 。国 に よ る 資 金 融 資 枠

の 拡 大 な ど か ら 新 し い 部 門 の 増 設 も 容 易 に な り 、そ の 部 門 へ の 新

規 就 農 者 の 参 入 も 可 能 に な る な ど 拡 大 要 因 が 明 確 に な っ た こ と

で あ る 。  
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2 .  集 落 営 農 の 形 成 ・ 組 織 化 と そ の 法 人 化 、 集 落 営 農 型 法 人 の 形

成  

 

(1 )  農 業 生 産 法 人 化 の 第 ４ 期 と 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成  

農 業 生 産 法 人 化 の 展 開 の 第 ４ 期 、 1990 年 代 の 後 半 か ら の 集 落

営 農 が 注 目 さ れ 、 2000 年 以 降 、 新 農 業 基 本 法 下 の 新 た な 農 業 生

産 法 人・株 式 会 社 法 人 と と も に 、集 落 営 農 型 法 人 等 の 形 成・展 開

が 進 む こ と に な っ た 。  

表 2-1 （単位：法人数）

　　　合　　　　計

　全　国 　北海道 　全　国 　北海道 全国 北海道 全国 北海道 全　国 北海道 全　国 北海道 全　国 北海道 全　国 北海道

1965 1,295 236 712 196 14 4 568 62 242 548 299
1970 2,746 949 1,569 769 24 5 1,144 173 806 633 871 14 749 260
1975 2,879 1,163 2,007 980 13 4 856 177 788 660 845 11 852 512
1980 3,200 1,089 1,939 933 18 4 1,240 150 743 578 700 14 1,103 586
1985 3,168 1,292 1,825 1,114 14 4 1,324 171 553 394 516 10 1,262 603
1990 3,816 1,318 2,167 1,155 16 4 1,626 157 558 315 592 11 1,564 647
1995 4,150 1,559 2,797 1,392 14 4 1,335 161 803 359 523 15 1,510 765
2000 5,889 1,794 4,366 1,617 22 4 1,496 170 1,275 370 606 17 1,803 888
2005 7,904 2,182 5,961 1,970 120 13 33 5 1,782 190 1,953 430 683 23 2,216 1,091
2007 9,466 2,423 6,818 2,162 385 51 44 6 2,198 199 2,918 497 717 26 2,331 1,166
2010 11,829 2,642 6,907 2,113 1696 273 44 6 3,056 205 4,053 509 865 34 2,477 1,231
2013 13,561 2,834 6,531 1,985 3169 575 47 8 3,616 197 5,156 628 1001 49 2,524 1,275

資料　：　道農地調整課調べと、農水省　『ポケット　農林水産統計』　等から作成

注１) 会社法人として、ほかに合同会社法人が全国2010年114、2013年186、北海道 2013年65ある。

注2)　2006年5月1日の会社法施行により、これ以降の有限会社の設立は不可となる。

資料　：　道農地調整課調べと、農水省　『ポケット　農林水産統計』　等から作成

畜　　　産米　麦　作農 事 組 合 法 人 果　　　樹

農業生産法人数の推移

株式会 社有　限　会　社 合　資　会　社
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現 在 は 、農 業 生 産 法 人 形 成 の 第 ４ 期 と も い え る 、新 た な 農 業 生

産 法 人 制 度 制 定 と 改 正 が 行 わ れ 、新 し い 農 業 生 産 法 人・株 式 会 社

法 人 、民 間 等 の 出 資 型 農 業 生 産 法 人 、と り わ け 重 要 視 さ れ る 集 落

営 農 型 法 人 な ど の 形 成・増 大 が 続 い て い る 注 4） 。新 農 業 基 本 法 の

制 定 か ら 基 本 計 画 の 策 定 、 そ し て そ の 見 直 し 、 2001 年 に は 農 地

法 の 改 正 に よ り 農 業 生 産 法 人 制 度 の「 改 正 」が 実 施 さ れ 、株 式 会

社 の 導 入 が 容 認 さ れ た 。ま た 農 協 や 行 政・民 間 会 社 か ら の 出 資 も

認 め る な ど に よ り 事 業 や 経 営 規 模 拡 大 が 容 易 に な り 、多 角 化・規

模 拡 大 を め ざ す 農 家・家 族 経 営 が 次 々 に 法 人 を 結 成 し 、法 人 数 が

増 大 す る こ と に な っ た の で あ る 。特 に 、新 設 さ れ た 農 業 生 産 法 人

の 組 織 形 態 と し て 株 式 会 社 法 人 が 全 国 で 2005 年 70 法 人 、 10 年

1,69 6 法 人 、 道 内 で は 2005 年 13 法 人 か ら 2010 年 273 法 人 へ と

増 大 し て い る 注 5） 。  

(2 )  集 落 営 農 の 形 成 か ら 集 落 営 農 型 法 人  

そ し て 、集 落 を 基 本 に す る 、従 来 の 共 同 体 的 な 農 事 組 合 法 人 の

延 長 と も み ら れ る 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成・増 加 も 大 き く 展 開 し て

き て い る 。  

具 体 的 に は 、全 国 で 2000 年 210、200 5 年 646、201 2 年 に は 2,58 8、

201 4 年 に は 実 に 3,25 5 に ま で に な っ て い る 。道 内 で も 2005 年 26

か ら 2012 年 に は 36 も 形 成・増 加 し て い る (201 4 年 に は や や 減 少
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し た が 、34 法 人 が 形 成 さ れ て い る )。さ ら に 、分 析 対 象 に し て い

る 東 海 地 域 で も 2005 年 44 法 人 か ら 2014 年 154 法 人 、 中 国 地 方

で も 2005 年 159 法 人 か ら 2014 年 628 法 人 、 九 州 地 方 で も 2005

年 49 法 人 か ら 2014 年 385 法 人 と 大 き く 拡 大 展 開 し て い る (表

2-2)。こ れ ら が 今 日 の 全 国 に み ら れ る 集 落 営 農 型 法 人 の 大 き な 特

徴 に な っ て い る 。  

 こ の 間 の 北 海 道 内 に お け る 農 業 生 産 法 人 の 形 成 ・ 増 加 傾 向 と 、

最 近 の 農 業 生 産 法 人 の 道 農 業 に 占 め る 位 置 を 考 察 す る と 、選 定 し

た 集 計 市 町 村 （ 12 市 町 村 ） で の 農 業 生 産 法 人 の 増 減 や 農 業 に 占

め る 比 重 は 、法 人 数 は 全 戸 数 比 1995 年 ５ ％ で あ つ た が 、2000 年

5.7％ と な る 。 ま た 経 営 耕 地 に 占 め る 法 人 耕 地 面 積 の 割 合 を み る

と 、経 営 耕 地 面 積 比 率 で 95 年 18.4％ で あ っ た が 、2000 年 22. 6％

と な っ て い る 。さ ら に 、農 業 就 業 人 口 に 占 め る 法 人 構 成 員 数 の 割

合 を み る と 、1995 年 12％ 、2000 年 11％ と い う こ と に な る 。こ れ

に ４ 人 程 度 の 常 雇 が 加 わ る と 法 人 の 労 働 力・農 業 就 業 人 口 も 全 体

の 20％ 近 く の 比 率 に な る と 考 え ら れ る 。 こ の よ う に 農 業 生 産 法

人 の 比 重 が 大 き く 増 大 し て き て い る こ と が 明 ら か で あ る 。  

 

（ 3） 法 人 の 類 型 的 展 開 と 集 落 営 農 法 人 の 課 題  

 こ れ ま で の 分 析 の と お り 、全 国・北 海 道 の 農 業 生 産 法 人 は 厳 し
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い 経 営 環 境 の も と で 、そ の 位 置 と 役 割 を 増 大 さ せ 、法 人 の 企 業 化

も 着 実 に 進 展 さ せ て き て い る 。し か し 、一 方 で は 休 業 法 人 も 相 当

数 に 上 っ て い る 。例 え ば 、北 海 道 で は 休 業 法 人 は 毎 年 ５ ％ ほ ど あ

り 、加 え て 年 々 約 30 法 人（ 10 年 間 の 平 均 ）は 中 止 、あ る い は 解

散 し て い る 。こ こ に は 様 々 な 問 題 が あ り 、法 人 が 今 後 展 開 し て い

く に は 幾 つ か の 課 題 が あ る こ と を 示 し て い る 。こ の よ う な こ と は 、

全 国 の 法 人 で も い え る こ と で あ る 。そ こ で 、こ れ ま で の 法 人 の 展

開 を 類 型 化 し 、特 に 増 大 が 続 い て い て 重 要 な 政 策 対 象 に な っ て い

る 集 落 営 農 型 法 人 の 位 置 を 明 確 に し て い く 。こ れ ま で の 展 開 を 要

約 す る と 次 の よ う に い え る 。  

１ ） 法 人 形 成 ・ 展 開 の 類 型 化  

 日 本 の 農 業 生 産 法 人 の 形 成 を 参 加 農 家 主 体 の 側 面 か ら 分 類 す

る と 次 の よ う に な る 。  

① 農 家 の 法 人 化 、 １ 戸 １ 法 人 、 数 戸 １ 法 人  

② 機 能 集 団（ 営 農 集 団 ）の 法 人 化 、a.数 戸 が 集 ま っ て 法 人 を 作

る・数 戸 １ 法 人 、b.生 産 組 織、数 戸 １ 法 人 、c.農 協 等 の 営 農

部 会 の 法 人 化 、 数 戸 １ 法 人 な ど 。  

③ 集 落 ・ 営 農 集 団 の 法 人 化  

a.１ 集 落（ 営 農 集 団 ・ 実 行 組 合 ）の 法 人 化 、b.２ 集 落 以 上 の

旧 村 単 位 の 法 人 化（ 場 合 に よ っ て は 機 能 集 団 も 含 ま れ る 。ま
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た 、 市 民 ・ 企 業 も 参 加 ）  

 こ れ 以 外 に 、最 近 で は 集 落 や 農 家 を 越 え て 、市 民 が 参 加 し て の

法 人 、市 民 参 加 型 法 人 も 形 成 さ れ て き て い る 。こ れ は 、市 町 村 の

中 の 市 民 が 法 人 を 作 る と い う も の で あ る 。さ ら に 、行 政 側 か ら の

構 造 改 革 特 区 の 設 置 か ら 企 業 の 主 体 に よ っ て 作 ら れ る 法 人 も 形  

成 さ れ つ つ あ る 。こ れ ら の な か で 、特 に 増 加 が 著 し い 地 域 農 業 の

展 開 に と っ て 重 要 で あ る 集 落 営 農 型 法 人 注 6 ）を 類 型 化 す る こ と に

す る 。  

 

表 2-2  集 落 営 農 型 法 人 の 展 開  
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図 2-1  地 域 別 組 織 形 態 別 集 落 営 農 型 法 人 の 展 開  

資 料 :表 2 −2 よ り 作 成  

 

２ ） 集 落 営 農 型 法 人 の 類 型 化 事 例 の 特 徴  

 上 記 の 集 落 営 農 型 法 人 を さ ら に 詳 細 に 類 型 化 す る と 次 の よ う

に な る 。  

第 １ 類 型  大 半 参 加 の 集 落 営 農 型 法 人 － 農 家 ・ 構 成 員 数 の 多 い

農 事 組 合 法 人  

こ れ は 、集 落 の 大 半 の 参 加 を 求 め 、結 果 と し て １ 部 農 家・構 成

員 等 の 参 加 に よ る 集 落 営 農 法 人 で あ る 。事 例 と し て 、北 海 道 畑 作
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の 西 上 経 営 組 合 、酪 ・ 畑 経 営 の 緑 豊 農 場 法 人（ 心 和 ）、稲 作 法 人

の 南 幌 の 「 ほ な み 」 、 網 走 の 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 な ど が あ る 。  

 

第 ２ 類 型  大 半 参 加 の 自 主 ＋ 農 協 ・ 行 政 支 援 型 法 人  

１ 集 落 な い し 数 集 落 の 農 家 等 が 参 加 し た 集 落 営 農 法 人 の 形 成

が 進 ん で い る 、全 国 の 代 表 が 広 島 県 の 集 落 営 農 法 人 と い う こ と が

で き る 。 一 般 に 特 定 農 業 法 人 が 対 象 に な る が 、 全 国 で そ の 数 は

210 法 人 で 、広 島 県 は 55 法 人（ 現 在 57 法 人 、県 の 集 落 農 場 型 農

業 生 産 法 人 で は 62 法 人 ）で 全 国 の 27％ を 占 め て い る と い わ れ る

注 7 ） 。こ の 他 、京 都 等 で 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成 が 進 ん で い る 。こ

れ は 、集 落 の 大 部 分 の 農 家・構 成 員 が 参 加 し て 形 成 さ れ る 農 業 生

産 法 人 で あ る 。事 例 と し て 、鳴 滝 、小 倉 、天 狗 で あ る 。ま た 、九

州 で も 形 成 が 進 ん で い る 。例 え ば 、宮 崎 県 都 城 市 き ら り 農 場 高 木

な ど が 優 良 事 例 と し て 挙 げ ら れ る 。  

第 ３ 類 型  数 集 落 参 加 の 自 主 ＋ 農 協 ＋ 行 政 主 導 法 人 ― 静 岡 県

大 東 町 大 東 農 産 、広 島 県 大 朝 農 産 、島 根 県 LLP に よ る 集 落 営 農 法

人 連 合 (流 通 協 同 ) 注 8 ） な ど 。  

こ れ ら は 、1990 年 代 以 降 各 市 町 村 行 政 が か な り の 力 を 入 れ て 、

数 集 落 の 農 家・構 成 員 が 参 加 し て 形 成 さ れ る 広 域 的 な 集 落 営 農 型

法 人 で あ る 。事 例 と し て 、静 岡 県 大 東 農 産 、そ し て 最 近 の 広 島 県
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大 朝 農 産 、島 根 県 LLP 横 田 特 定 法 人 ネ ッ ト ワ ー ク な ど が 挙 げ ら れ

る 。  

 以 上 の よ う な 位 置 づ け の 集 落 営 農 型 法 人 の 中 か ら 幾 つ か の 代

表 的 な 事 例 分 析 を 行 い 、そ の 形 成 上 の 意 義 や 問 題 点 お よ び 今 後 の

経 営 展 開 上 の 課 題 を 明 確 に し 、集 落 営 農 型 法 人 の 展 開 条 件 を 明 ら

か に し て い く こ と に す る 。  

 

3. 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成 ・ 展 開 と 課 題  

 

（ １ ） 集 落 営 農 型 法 人 の 統 計 的 な 把 握  

 集 落 営 農 組 織 等 が 法 人 化 し た 集 落 営 農 型 法 人 は 、統 計 で は 農 業

生 産 法 人 の 中 に 含 ま れ る が 、 農 業 経 営 基 盤 強 化 促 進 法 の 中 で 、 地

域 の 農 地 を 、責 任 を 持 っ て 引 き 受 け る 法 人 と し て 位 置 づ け ら れ た

「 特 定 農 業 法 人 」 の 認 定 を 受 け て い る も の も 多 い 。 特 定 農 業 法 人

は 2014 年 時 点 で 、全 国 で 1,159 法 人 あ る 。内 訳 は 、北 海 道 4、東

北 109、 関 東 26、 北 陸 200、 東 海 14、 近 畿 169、 中 四 国 517、 九

州 112 で あ る 。 中 四 国 に こ の 法 人 が 一 番 多 い が 、 こ の う ち の 209

法 人 が 広 島 県 に あ り 、集 落 営 農 型 法 人 が 最 も 多 い 県 と い う こ と が

で き る 。 そ の 他 に 、 広 島 県 が 独 自 の 規 定 を し 、 集 落 農 場 型 農 業 生

産 法 人 と し て 認 定 し て い る の が 5 法 人 あ る 注 9 )。特 定 農 業 法 人 は 、

2006 年 で は 345 法 人 で あ っ た も の が 、 2014 年 に か け て 3 倍 以 上
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に 増 加 し て い る と 共 に 、集 落 組 織 の 法 人 化 も 全 国 で 3,194 法 人 ま

で 増 加 し て お り 、 北 海 道 で も 31 法 人 に な る 等 、 全 国 各 地 方 で 集

落 営 農 型 法 人 の 増 大 が 続 い て い る 。  

こ の よ う な 集 落 営 農 型 農 業 生 産 法 人 は 各 地 域 で 集 落 の 大 半 が

参 加 し て 、 集 落 の 農 家 の 合 意 の も と で 、 集 落 内 の 農 地 を 中 心 と す

る 地 域 資 源 を 利 用 ・ 管 理 す る も の と し て 、 今 日 着 実 に 形 成 ・ 増 大

さ れ て き て い る 。  

（ ２ ） 集 落 営 農 型 法 人 の 類 型 化 分 析 の 意 義  

 こ れ ら の 全 国 に 形 成 さ れ て き て い る 集 落 営 農 型 法 人 も 、上 記 の

よ う に 大 き く 3 類 型 化 が で き る 。 ひ と つ は 、 集 落 農 家 の 半 分 ほ ど

が 参 加 し た 集 落 営 農 法 人 で あ り 、 次 に 、 集 落 の 農 家 大 半 が 参 加 し

た も の 、 集 落 の 全 員 が 参 加 し た 集 落 営 農 型 法 人 で あ る 。 さ ら に 、

数 集 落 ぐ る み の 集 落 営 農 法 人 ― 数 集 落 ・ 旧 村 単 位 の 集 落 営 農 法 人

等 に 分 類 さ れ る 。 こ れ ら の ３ 類 型 を 考 察 す る こ と に よ っ て 、 集 落

営 農 型 法 人 の 展 開 の 可 能 性 を 把 握 す る こ と が で き る と 考 え る 。す

な わ ち 、 大 半 が 参 加 し た 集 落 営 農 型 法 人 、 集 落 単 位 の 集 落 営 農 型

法 人 、さ ら に 今 後 の 展 開 に 関 連 す る 数 集 落 に よ る 広 域 的 な 集 落 営

農 型 法 人 の 比 較 的 事 例 分 析 の 中 か ら 、今 後 の 集 落 営 農 型 法 人 の 経

営 展 開 の 可 能 性 と 展 開 上 の 課 題 を 明 確 に し て い き た い 。  
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Ⅲ . 集 落 営 農 型 法 人 の 類 型 的 形 成 ・ 展 開  

1.  第 １ 類 型  １ 集 落 の 大 半 の 農 家 を 基 礎 と し た 集 落 営 農 法 人  

(1)西 上 経 営 組 合 の 展 開  

１ ） 集 落 営 農 法 人 と し て の 西 上 経 営 組 合 の 位 置  

 集 落 の 大 半 の 農 家 が 参 加 し て 、農 用 地 利 用 協 定 を 結 ぶ こ と が 厳

し い 道 内 で も 、最 近 特 定 農 業 法 人 が ５ つ 成 立 し て い る 。い ず れ も 、

地 区 の 農 用 地 利 用 改 善 組 合 （ 改 善 事 業 実 施 組 合 ） で 、 特 定 農 用 地

利 用 規 程 を 認 定 し 、地 区 内 農 用 地 の 半 分 以 上 を 特 定 農 業 法 人 へ 利

用 集 積 す る こ と で 成 立 し て い る 。 道 内 で は 、 こ の 他 特 定 農 業 法 人

で は な い が 、集 落 営 農 組 織 の 法 人 化 と し て の 集 落 営 農 型 法 人 が 34

以 上 あ る 。 こ の な か で 古 く か ら 形 成 ・ 展 開 し て い る も の も あ る 。

そ の 代 表 が 全 国 的 に も 注 目 さ れ て い る 鹿 追 町 の 畑 作 ・ 野 菜 の 農 事

組 合 法 人 西 上 経 営 組 合 で あ る 。  

２ ） 集 落 の 大 半 が 参 加 し た 集 落 営 農 型 法 人 ・ 西 上 経 営 組 合 （ 農

事 組 合 法 人 ） の 特 徴  

 西 上 経 営 組 合 は 、道 内 で も 経 営 耕 地 規 模 が 最 も 大 き い 畑 作 中 心

の 経 営 で あ る 。 厳 し い 自 然 ・ 立 地 条 件 の も と で 農 事 組 合 法 人 を 結

成 し 、共 同 の 力 で こ れ を 克 服 し て い る 。他 の 経 営 と の 交 換 耕 作 や 、

農 協 所 有 地 の 離 農 跡 地 の 借 地 に よ る 有 効 利 用 を 行 い 、新 た な 土 地
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利 用 方 式 を 確 立 し て き て い る 。 さ ら に 、 農 業 内 外 の 諸 条 件 の 変 化

に 対 し 機 敏 な 対 応 で 新 し い 作 目 を 導 入 し た り 、2001 年 か ら は 、観

光 部 門 、2006 年 か ら は 加 工 販 売 部 門 、さ ら に 別 会 社 を 設 立（ 吸 収 ）

し 経 営 の 安 定 化 を 図 っ て い る （ 表 3－ 1） 。  

３ ） 西 上 経 営 組 合 の 成 立 と 経 営 展 開  

 1975 年 か ら 出 発 し た 西 上 経 営 組 合 は 、上 幌 内 集 落 の 農 家 に よ る

構 成 組 合 員 の 農 地 と 、農 協 か ら 預 か っ た 81.9 ha を あ わ せ て 357 

ha に 、ヘ イ キ ュ － ブ 工 場 へ の 供 給 用 の 牧 草 と 種 子 馬 鈴 薯 を 作 付 し

て い る（ 80 年 牧 草 283 ha、馬 鈴 薯 46.5 ha、蕎 麦 52.5 ha）。

様 々 な 課 題 を 克 服 し 、 2003 年 当 時 で は 、 ソ バ 25.5 ha、 ビ ー ト

46 ha、牧 草 112.4 ha、総 耕 地 面 積 も 370.3 ha と な っ て い る 。

こ の 法 人 の 様 々 な 経 営 努 力 に よ っ て 、一 世 帯 当 り と 専 従 者 一 人 当

た り の 農 業 所 得 （ 混 合 所 得 ） は 、 1 9 8 9 年 で は ､そ れ ぞ れ 716 万

円 、 501 万 円 （ 月 給 で 23 万 円 ） 、 20 0 1 年 か ら 観 光 え ち ご 農 園

を 開 始 し 、2 0 0 3 年 で は そ れ ぞ れ 1 , 5 0 2 万 円 と 約 8 1 6 万 円 、そ

し て 20 1 3 年 で は 1, 8 0 0 万 円 と 約 87 0 万 円 ま で に 増 大 し て い る 。

さ ら に 、2006 年 か ら は ソ バ や そ の 後 切 り 干 し 大 根 加 工 、に ん じ ん

加 工 な ど に よ り 、売 上 げ を 3 億 円 以 上 に 安 定 的 に 拡 大 し て き て い

る 。  
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４ ) 財 務 分 析  

法 人 経 営 の 経 営 診 断 に と っ て 最 も 重 要 な 三 つ の 安 全 性 基 準 で

あ る 、自 己 資 本 比 率 も 1978 年 の 4.8%が 89 年 29.3%、2003 年 に は

37％ 、 2008 年 に は 53％ に 達 し て い る (表 3－ 2、 図 3－ 1、 2)。 ま

た 、 流 動 比 率 は 100%か ら 150％ を 超 え て い る 。 さ ら に 、 固 定 比 率

も 40%台 か ら 100%、そ し て 200％ を 超 え て い る 。こ の 傾 向 は 、2013

年 で も 、自 己 資 本 比 率 48%、流 動 比 率 204%、固 定 比 率 177%と な っ

て い る 。全 体 と し て の 財 産 総 額 も 93 年 16,000 万 円 、2003 年 ３ 億

円 、 2013 年 に は ５ 億 円 を 超 え る と こ ろ に 到 達 し て い る 。 資 本 も

3,000 万 円 台 か ら ２ 億 円 余 へ と 拡 大 し て い る 。 つ ま り 、 こ の 法 人

は 、 農 業 の 6 次 産 業 化 法 人 へ と 事 業 拡 大 を し 、 財 務 も 安 定 し て い

る が ゆ え に 、 継 続 展 開 し て い る と 評 価 で き る 。  
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表3-1　　西上経営組合法人

道県名 北海道
法人名 西上経営
代表者名 T・S
設立年月日 1974年11月
法人組織・集落数 農事・1集落
構成員数 7名
出資金額（万円） 5,475万円
利用権設定面積 81.9ha
経営耕地面積（本地） 370.3ha
経営耕地・主な作目（ha） 馬鈴薯　56

小麦　76

甜菜　46

豆類　26
野菜等　28
そば　26

牧草　112
売上高（万円） 3.3億円
担い手タイプ 構成員及び雇用者
その他特徴 大規模複合農業

観光・加工部門導入
資料：法人の決算書および聞き取り調査より作成

1995 2000 2003 2008 2013
資本 2,275 3,055 11,052 20,381 23,975
流動負債 11,201 13,679 13,906 15,521 17,983
固定負債 6,400 5,820 5,065 2,487 8,451
総資本・資産 19,876 22,554 30,023 38,389 50,408
流動資産 10,164 12,920 20,366 28,700 36,756
固定資産 9,712 9,634 9,657 9,470 13,580
売上高 27,229 32,242 31,974 32,878 33,636
営業外収益 346 381 943 2,298 1,212
人件費 7,486 7,154 6,535 9,732 12,178
1人当たり 935 894 816 884 870

自己資本率（％） 21 19 37 53 48

流動比率（％） 110 94 146 184 204
固定比率（％） 43 45 114 215 177

（単位：万円・％）

 資料：法人の決算書および聞き取り調査より作成

表3-2　　西上経営組合の財務分析
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 図 3-1  西 上 経 営 組 合 の 財 務 の 展 開  

資 料 :表 3-2 よ り 作 成  

 

 図 3-2  西 上 経 営 組 合 の 安 全 性 分 析  

資 料 :表 3-2 よ り 作 成  
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( 2 )卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 と グ リ ー ン ヒ ル 905 の 連 携 展 開  

1)  卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 （ 農 事 組 合 法 人 ） の 形 成  

 卯 原 内 地 域 は 、 網 走 市 の 西 に 位 置 し 、 オ ホ ー ツ ク 農 協 西 部 支 所  

(旧 西 網 走 市 農 協 ) 管 内 に あ る 。 古 く か ら 農 業 ・ 畜 産 を 中 心 に 展

開 し て き た 地 域 で あ る 。 農 業 の 組 織 化 と い う 点 で は 、  一 部 で 機

械 の 共 同 利 用 を 軸 と す る 営 農 集 団 を 形 成 し て き た が 、基 本 的 に は

個 別 経 営 の 展 開 が 中 心 で あ る 。こ の 営 農 集 団 の 形 成 や 個 別 経 営 の

規 模 拡 大 な ど の 延 長 線 上 で 法 人 化 す る 農 家 ・ 集 団 も 形 成 さ れ た 。

つ ま り 、 網 走 市 内 に は 、 11の 農 業 生 産 法 人 が 存 在 し て い る 。 そ の

う ち 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 が あ る 西 部 支 所 管 内 に は 、５ つ の 農 業 生

産 法 人 が あ り 、 卯 原 内 に は 二 つ の 酪 農 (畑 作 )法 人 が あ る 。 そ の ひ

と つ が 、 本 報 告 で 対 象 に し て い る 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 で あ る 。 つ

ま り 、第 1類 型 の 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 は 1964年から共同経営としてス

タートした。最初の共同経営は、畑作主体で、 酪 農 も と い う 混 同 ・ 複

合 経 営 の 有 限 会 社 法 人 で あ っ た 。 し か し 、 こ の 形 態 で は 当 時 農 協

か ら の 資 金 の 援 助 が 受 け に く い と い う こ と か ら 、1966年 農 事 組 合
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法 人 に 変 更 し た 。 そ の 際 の 構 成 員 は 、 1戸 増 加 し て 5戸 (構 成 員 10

人 )で あ っ た 。  

卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 の 経 営 概 要 (表 3－ 3)で は 、こ の 間 、酪 農 ・

畑 作 に 加 え て 、 和 牛 繁 殖 ・ 育 成 も 導 入 し て 、 年 間 2 億 以 上 の 売 り

上 げ を あ げ 、 純 利 益 ・ 資 本 も 着 実 の 増 加 さ せ て い る 。 す な わ ち 、

乳 量 の 増 大 、経 産 牛 1 頭 あ た り 乳 量  2,066kg か ら 9,962kg へ と 飛

躍 的 に 拡 大 展 開 し て い る 。 ま た 、 法 人 の 経 営 規 模 は 、 設 立 当 時 の

49.5ha か ら 今 日 160ha へ 、最 大 の 時 200ha と 4 倍 と い う よ う な 拡

大 を 遂 げ て い る 。 経 産 牛 頭 数 も 15 頭 か ら 139 頭 へ と 増 大 し て き

て い る 。 こ う し て 、 酪 農 生 産 額 が 年 々 上 が っ て 、 畑 作 生 産 額 が 前

年 に 比 べ る と 減 少 傾 向 に あ る け れ ど も 、 年 間 の 総 粗 生 産 額 は 655

万 円 か ら 約 2 億 6 千 万 円 へ と 拡 大 展 開 し て き て い る 。   
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2)卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 （ 農 事 組 合 法 人 ） の 特 徴  

こ の 法 人 の 特 徴 は 、「 農 業 を や り た い と い う 人 に や っ て も ら い

た い 」と い う 経 営 の 担 い 手 と 育 成 方 針 を も っ て 経 営 展 開 を し て い

る 。 つ ま り 、 経 営 を 発 展 さ せ て い く た め に は 、 構 成 員 の 子 弟 だ け

で な く 、 非 農 家 の 子 弟 も 積 極 的 に 導 入 さ せ つ つ あ る こ と で あ る 。

こ の 方 針 に も と づ い て 、 現 在 、 代 表 者 の 西 村  幸 輔 さ ん も 外 か ら

参 入 し た 構 成 員 で あ る (20年 以 上 も 本 農 事 組 合 法 人 で 勤 め て 今 は

代 表 者 で あ る 不 可 欠 な 人 物 で あ る )。  

ま た 、 地 域 の 農 業 の 発 展 を 考 え 、 自 ら の 発 展 も と い う 共 生 の 道

を 考 え て い る こ と で あ る 。 そ の 具 体 化 と し て は 、 卯 原 内 酪 農 生 産

組 合 法 人 (組 合 長 )主 体 で 25戸 の 農 家 も 参 加 す る 直 売 所「 グ リ ー ン

ヒ ル 905」 が 1995年 に 設 立 さ れ 、 加 工 部 門 も 包 含 す る 展 開 を 遂 げ

道県名 北海道
代表者名 西村　幸輔　
設立年月日 1964年
法人組織 酪農生産組合
構成員数 4戸8名
出資金額（万円） 1,523万円
経営形態 混同・複合

畑作物  　99.25ha
飼料作物　37.5ha
経産牛　　　139頭
育成牛　　　101頭
和牛繁殖　　58頭
和牛育成　　36頭

売上高（万円） 2．65億円

担い手タイプ 構成員

その他の特徴 大規模混同・複合経営

耕地面積

牛飼養頭数

表3-3　卯原内酪農生産組合

資料：法人計算書、聞き取り調査より作成
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て 来 た の で あ る 。 当 時 、 1人 (1戸 )当 た り 20万 円 を 出 資 し 、 道 や 農

協 の 補 助 も 受 け て 、 1,000万 円 の 直 売 所 を 設 立 し 、 地 元 の 野 菜 (農

作 物 )を 販 売 す る こ と に な っ た 。 野 菜 の 販 売 主 体 は オ ホ ー ツ ク 特

産 (品 )組 合 で あ り 、 道 路 名 に ち な ん で 直 売 所 を グ リ ー ン ヒ ル 905

と し た 。こ の 直 売 所 は 道 路 の 駐 車 場 も か ね た も の か ら 北 海 道 庁 の

補 助 も 受 け て 設 立 し た 。 こ こ で の 売 り 上 げ は 、 設 立 当 時 は 2,000

万 円 、 2001年 は 2,500万 円 ほ ど が 見 込 ま れ て い る 。 参 加 者 は 最 終

的 に は 25人 と な っ て い る か ら 、 一 人 (一 戸 )当 た り 100万 円 ほ ど の

収 入 を 得 て い る こ と に な る 。ア イ ス ク リ ー ム と 豆 腐 の 加 工 施 設 を

設 置 し 、 グ リ ー ン ヒ ル の 売 り 上 げ が 1995 年 2,000 万 円 、 1996年

2,500万 円 、1997年 2,700万 円 、1998年 2,800万 円（ 野 菜 ）、豆 腐 2,700

万 円 、 ア イ ス 2,800万 円 、 2001年 度 か ら 売 り 上 げ が は る か に 上 が

っ て 、 豆 腐 2,700万 円 、 ア イ ス 4,000万 円 、 野 菜 3,300万 円 へ と 、

全 体 売 り 上 げ が １ 億 に 超 え る 成 果 を 上 げ て い た 。こ の 組 合 を 主 体

的 に 推 進 す る 人 た ち の な か に 、卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 法 人 の 役 員 が

参 加 し て い た 。 長 年 間 ア イ ス と 豆 腐 の 加 工 ・ 販 売 を 続 け 道 内 で は

高 く 評 価 を 得 て き た が 、 震 災 か ら 何 年 間 か は 観 光 客 の 減 少 、 客 の

高 齢 化 、 人 口 の 減 少 な ど に よ り 、 外 か ら 来 る 人 が 減 っ て 、 不 景 気

に よ る 買 い 控 え 販 売 が 減 っ て い た 。 2014年 の 10月 に ア イ ス の 加

工 ・ 販 売 が 停 止 に な っ て 、 2015年 の 3月 に 豆 腐 の 加 工 が 停 止 に な
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っ て い る 。乳 製 品 の 加 工 が 終 わ り 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 の 連 携 が 停

止 し た が 、 こ の 16〜 17年 間 グ リ ー ン ヒ ル 905と 卯 原 内 酪 農 法 人 と

の 人 事 の 交 流 を 含 む 法 人 間 の ネ ッ ト ワ ー ク を 組 み た て て き た 。

2015年 現 在 、15戸 の 農 家 の 主 婦 で 運 営 さ れ て い る「 レ イ ク サ イ ド 」

で 商 品 開 発 さ れ た 「 流 氷 だ ん ご (冷 凍 保 存 食 品 )」 が 人 気 で 加 工 部

門 の 一 部 が 継 続 展 開 し て い る 。  

3)財 務 分 析 の 特 徴  

こ の よ う な 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 の 拡 大 展 開 を 2012 年 ～ 2014 年

の 3 年 間 の 財 務 分 析 か ら 見 る と 、 売 上 高 が ほぼ 3 億 円 で 、 純 利 益

も ５ 千 万 円 も あ っ て 安 定 し て い る (表 3－ 4、 図 3－ 3、 4)。 1 人 当

た り の 構 成 員 の 収 入 は 1.8 千 万 前 後 、財 務 分 析 の 安 全 性 基 準 で あ

る 三 つ の 安 全 性 に つ い て は 、 自 己 資 本 比 率 は 、 基 本 と し て は 50%

以 上 が 望 ま し い が 、 卯 原 内 の は 50%以 上 に な っ て い る 。 ま た 、 流

動 比 率 も 、150%以 上 が 望 ま し い が 、卯 原 内 は ほ ぼ 150%に 近 い 。固

定 率 は 100%以 上 が 望 ま し い が 、ほ ぼ 達 成 し て お り 、卯 原 内 で も 財

務 の 安 全 性 基 準 で あ る 3 つ の 安 全 性 基 準 を 満 た し て お り 、経 営 が

順 調 に 展 開 で き て き た と 評 価 で き る 。  

さ ら に 、 こ の 法 人 の 特 徴 は 、 非 農 家 が 十 分 参 入 で き る 就 業 ・ 労

働 条 件 を 整 備 し て い る こ と で あ る 。 こ の よ う に 、 集 落 の 半 分 程 度

の 農 地 を 確 保 し 、 経 営 の 安 全 性 も 確 保 し 、 ほ か の 農 家 と も 連 携 し
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な が ら 、 地 域 の 生 産 ・ 販 売 の 担 い 手 と し て 継 続 展 開 し て き て い る

と 評 価 さ れ る 。  

 

 

 図 3-3 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 の 財 務 分 析  

資 料 : 表 3-4 よ り 作 成  

年 2012 2013 2014
資本 23,715 23,436 28,114
流動負債 9,969 11,685 10,831
固定負債 11,686 8,904 8,409
総資本・資産 45,606 44,220 47,652
流動資産 12,061 12,722 15,511
固定資産 28,858 26,951 27,453
売上高 30,293 31,962 32,535
人件費 3,786 3,995 4,066
1人当たり 1,637 1,845 1,830
自己資本率(%） 52.00% 53.00% 59.00%
流動比率（%） 120.00% 108.00% 143.00%
固定比率（%） 120.00% 114.00% 96.00%

表 3- 4   卯原内酪農生産組合の財務分析　（単位:万円・%）

資料：法人の決算書及び聞き取り調査により作成
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 図 3-4 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 の 安 全 性 分 析  

資 料 : 表 3-5 よ り 作 成  

2.  第 ２ 類 型  集 落 営 農 型 法 人 の 展 開 の 可 能 性 － 広 島 県 集 落 農 場

型 農 業 生 産 法 人 、 宮 崎 県 都 城 市 き ら り 農 場 高 木  

(1)  広 島 県 の 集 落 営 農 型 法 人 の 展 開  

  １ ）  集 落 ぐ る み の 集 落 営 農 型 法 人  

 集 落 営 農 法 人 の 形 成 が 最 も 進 ん で い る 広 島 県 で は 、広 島 市 等 大

都 市 以 外 の 全 域 の 市 町 村 で 集 落 営 農 法 人（ 集 落 農 場 型 農 業 生 産 法

人 ） が 形 成 ・ 展 開 し て い る 。 こ れ に は 、 大 半 の 農 家 が 参 加 し た も

の と 単 一 集 落 ぐ る み の 集 落 営 農 型 法 人 等 が あ る 。 こ こ で は 、 大 半

の Ⅱ 兼 農 家 参 加 の 集 落 営 農 型 法 人 と 、１ 集 落 の 農 家 全 部 が 参 加 し
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た 集 落 営 農 型 （ 農 場 型 ） 法 人 の 分 析 か ら 考 察 す る 。  

２ ） 集 落 営 農 型 法 人 と し て の 経 営 展 開 の 可 能 性  

 広 島 県 の 代 表 的 な 集 落 営 農 型 法 人 は 、稲 作 を 中 心 と し た 20 ha

程 度 の 経 営 耕 地 規 模 で 、無 人 ヘ リ コ プ タ ー や 一 部 直 播 な ど の 労 働

力 の 省 力 化 や 、 大 朝 米 の ブ ラ ン ド 化 な ど 行 っ て い る が 、 現 段 階 で

は 、 雇 用 者 の 安 定 的 な 確 保 や 、 経 営 者 と し て の 経 営 者 利 潤 を 獲 得

で き る 水 準 で は な い （ 表 3-5） 。 対 象 事 例 で は 、 １ 人 の 担 い 手 農

業 者 の 農 業 所 得 を 保 障 す る の も 容 易 で な い 状 況 で あ る 。こ れ ら は

農 地 所 有 者 を 保 全 す る 役 割 を 果 た し て い る が 、経 営 体 と し て 経 営

再 生 産 が で き な い 。 つ ま り 、 経 営 耕 地 規 模 及 び 作 目 選 択 、 さ ら に

高 い 所 有 者 へ の 地 代 還 元 （ 法 人 の 地 代 は 、 周 辺 の 地 代 よ り 3,000

円 以 上 高 い ） と し て の 稲 作 主 体 の 経 営 で は 、 経 営 的 展 開 は 厳 し い

と い わ ね ば な ら な い 。 存 続 す る た め に は 、 補 助 金 な し で あ れ ば 農

家 の 家 を 経 営 成 果 で 年 間 生 活 が 可 能 な 経 営 規 模 と 事 業 内 容 で な

け れ ば な ら な い 。稲 作 で は 、30～ 40 ha の 規 模 で 、野 菜 の 作 付 け

や 、 加 工 な ど も 念 頭 に 置 い た 事 業 展 開 が 必 要 で あ る 。 例 え ば 10 

a あ た り 所 得 が ３ ～ ４ 万 円 （ こ の 地 域 の 平 均 ） と す れ ば 、 1,000

万 円 の 収 益 を 上 げ る た め に は 30 数 ha が 必 要 で あ る 。現 段 階 の 20 

ha 水 準 で あ れ ば 、高 収 益 作 物 、酪 農 畜 産 部 門 、加 工 部 門 な ど の 導

入 が 是 非 と も 必 要 と な る と 考 え る 。  
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―  

３ ) 今 後 の 展 開 方 向  

広 島 県 の 集 落 営 農 型 法 人 の 特 徴 は 、 県 、 農 業 開 発 公 社 が 主 体 と

な っ て 、 多 く の 中 山 間 地 域 の 集 落 に 育 成 し て き た こ と で あ る 。 こ

こ で の 集 落 営 農 型 法 人 は 集 落 営 農 型 農 場 法 人 と い う 呼 称 に な っ

て い る 。 育 成 ・ 推 進 当 時 は 50 法 人 で あ っ た が 、 今 日 で は 200 法

人 へ と 拡 大 し て き て い る 。 ま た 、 1 法 人 当 た り の 経 営 耕 地 面 積 は

20ha 前 後 で 、売 上 も １ 千 万 円 程 度 で あ り 、経 営 と し て の 財 務 を 考

え る 段 階 で は な か っ た 。と は い え 、県 や 県 農 業 開 発 公 社 の「 強 力 」

法人名 （農）鳴滝農場 （農）小倉の里 （農）天狗の里

代表者名 T MN O

設立年月日 2000．12．21 2002．12．18 2003．11．11

特定農業法人承認 2000．12．26 2002．12．18 2003．11.21

構成員数 19名 27名 36名

出資金額 2,775千円 2,338千万 3,142千万

利用権設定面積 19.5ha 16.5ha 22.0ha

作業受託面積（本地） 　2.8ha

主な作目

水稲 10.4ha 10.8ha 13.8ha

大豆 　3.2ha 　5.0ha 　3.0ha

その他 ブルーベリー7a スイートコーン10a

担い手タイプ 基幹農家型 二種兼農家 基幹農家型

（連携型） 協業型 （連携型）

その他特徴 温泉施設との連携 市民農園、しょうぶ園 大型稲作農家との

との連携 連携

表3-5　広島県集落営農型法人の事例

資料　聞き取り調査、及び大朝町の資料より作成（2006年現在）

注1)　利用権設定面積は台帳面積、その他は本地面積
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な 推 進 に よ り 、集 落 単 位 で の 集 落 営 農 型 法 人 は 着 実 に 拡 大 し て き

た の で あ る 。 だ が 、 経 営 規 模 な ど が 小 さ く 、 適 切 な 作 目 の 選 定 や

6 次 産 業 化 な ど の 新 展 開 も 厳 し い 中 で 経 営 と し て 存 続 展 開 が 容 易

で な い 状 況 で あ っ た 。 こ う し た な か で 、 集 落 営 農 型 法 人 と し て 、

継 続 的 な 経 営 展 開 が で き る よ う に 、 集 落 連 合 型 法 人 (第 3 類 型 と

も い え る も の )を 旧 大 朝 町 で 形 成 す る こ と に な る の で あ る 。 す な

わ ち 、こ れ が 、次 に 考 察 す る 、2007 年 に 結 成 さ れ た 大 朝 農 産 は 株

式 会 社 法 人 で あ る (6 戸 の 大 規 模 農 家 （ 77.1 ㏊ ） と 7 集 落 農 場 型

法 人 に よ っ て 構 成 さ れ る )。  

 

4) 「 流 通 協 同 」 の 集 落 営 農 型 法 人 の 大 朝 農 産 株 式 会 社  

①  設 立 の 経 緯  

前 述 し た 大 朝 農 産 株 式 会 社 法 人 は 、 最 初 は 1977 年 、 大 型 稲 作

研 究 会 と し て ス タ ー ト し た 。 当 時 は 、 経 営 規 模 3ha 以 上 の 農 家 が

賛 同 し 、 経 営 規 模 20 ha 以 上 を 目 標 に 、 標 高 差 と 早 晩 性 の 品 種

を 利 用 し た 作 付 け 体 系 や 省 力 化 、 有 利 販 売 の 研 究 を さ れ 、 徐 々 に

大 型 農 家 の 規 模 が 拡 大 さ れ た 。2001 年 に は 組 合 を 設 立 、共 同 利 用

機 械 の 管 理 機 、 コ ン バ イ ン の 導 入 を し て き た 。 そ し て 、 集 落 法 人

も 設 立 さ れ 始 め 、 栽 培 面 積 も 拡 大 し 、 管 理 機 、 コ ン バ イ ン の 追 加

導 入 や 、ま  た 、大 豆 選 粒 機 、色 彩 選 別 機 も 導 入 を し て き た 。 2003
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年 に 1 法 人 と し て 設 立 さ れ 、2004 年 に 無 人 ヘ リ コ プ タ ー の 機 体 を

導 入 、防 除 の 受 託 作 業 を 開 始 し た 。2006 年 に 大 豆・飼 料 イ ネ 生 産

組 合 、集 落 法 人 ネ ッ ト ワ ー ク が 所 有 機 械 を そ れ ぞ れ が 管 理 し て い

る が 、 各 組 織 の メ ン バ ー が ほ と ん ど 同 じ で あ り 、 機 械 管 理 の 一 本

化 と 、 生 産 物 も 個 々 で の 販 売 で な く 、 ロ ッ ト を 生 か し た 有 利 な 販

売 、 ま た 生 産 資 材 の 共 同 購 入 に よ る コ ス ト 軽 減 に と 、 新 組 織 へ の

移 行 機 運 が 高 ま り 、 検 討 を 重 ね 2007 年 に 株 式 会 社 大 朝 農 産 が 設

立 さ れ た （ 表 3-6、 7）。 つ ま り 、 こ の 法 人 の 構 成 員 は 、 多 く の 集

落 営 農 型 法 人 (7 法 人 )と 、 地 域 の 大 規 模 農 家 (6 農 家 )を ネ ッ ト ワ

ー ク 化 し 、 株 式 会 社 と し て 統 合 し て い く の で あ る 。 経 営 の 基 本 と

し て は 、 米 の 協 同 販 売 を 軸 に 展 開 し て い る も の で あ る 。 水 稲 は 大

朝 農 産 の 共 同 販 売 分 の み で 8,694 袋 /30 kg、 米 粉 用 米 （ 全 部 共

同 販 売 契 約 ） は 222 ト ン 、 WCS（ 収 穫 全 部 の 作 業 受 託 ） は 247 ト

ン で あ る 。 ほ か に は 、 共 同 作 業 や 適 切 な 品 種 管 理 の 指 導 な ど も 行

っ て い る 。  

こ の 法 人 の 農 業 生 産 の 担 い 手 は 、 構 成 員 の 農 業 従 事 者 で あ る 6

人 で 、年 間 の 賃 金 は 664 万 円 と こ の 地 域 で は 高 額 の 収 入 を 得 て い

る 。こ の ほ か 、パ ー ト 雇 用 者 が 4 名 、年 間 賃 金 は 121 万 円 で あ る 。

作 業 は 共 同 作 業 で 、 共 同 販 売 を 行 っ て い る も の で あ る 。  
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区分 名称 大字 関係農家 経営面積

平田農場 岩戸 21 15.8

いかだづ 筏津 36 21.8

鳴滝農場 大朝 19 19.5

小倉の里 新庄 28 19.5

天狗の鄕 田原 37 21.1

W 筏津 1 18.9

S 田原 1 12.6

K 岩戸 1 18.8

SA 岩戸 1 22.7

I 大塚 1 9.1

特定農業団体 宮の庄さくら農場 新庄 43 28.5

合計 189 208.3

資料　田代洋一『混迷する農政協同する地域』(筑波書房2009)208頁より引用

農事組合法人

大規模稲作農家

表 3-6　大朝農産の構成員(2007年３月現在)　　　　　　　　(単位：戸、ha)

法人 大規模農家

耕作面積 158 81

水稲 118 60

米粉用米 29.1 12.2

W C S 6.9 6.8

表3-7大朝農産総耕作面積と主作目・作付面積(単位：ha)

資料：聞き取り調査より作成
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①  こ の 法 人 の 財 務 等 の 特 徴  

設 立 当 時 は 、農 事 組 合 法 人 等 の 法 人 が 5法 人 と 大 規 模 農 家 が 5農

家 で あ っ た 。 2014年 現 在 は 7法 人 と 6大 規 模 農 家 に な っ て い る 。 法

人 代 表 者 の 年 齢 が 60歳 以 上 で あ る が 、参 加 農 家 の 世 帯 主 の 年 齢 は

30代 か ら 50代 の 間 で あ り 、 若 い 経 営 者 が 中 心 に 担 っ て い る 。 総 資

本 金 が 1,630万 円 で あ り 、 法 人 は 83株 、 大 規 模 農 家 は 80株 を 持 っ

て い る （ 1株 10,000円 ）。  

 こ の 法 人 の 財 務 は 、当 時 の 153.8 ㏊ か ら 最 近 で は 239 ha に ま

で 規 模 拡 大 し て き て い る こ と か ら 、 こ の 間 の 売 り 上 げ は 、 1.2 億

円 か ら 1.5 億 円 ほ ど に な っ て き て い る 。 さ ら に 、 収 支 差 額 で あ る

当 期 純 利 益 (収 益 -費 用 )は 、こ の 5 年 間 の 平 均 で 、220 万 円 前 後 と 、

財 務 は 安 定 し て い る と 評 価 さ れ る (表 3-8)。  
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( ２ )  宮 崎 県 都 城 市 の 集 落 営 農 型 法 人 ― き ら り 農 場 高 木 の 形

成 ・ 展 開  

1) き ら り 農 場 高 木 の 形 成 ・ 契 機  

第 2 類 型 と し て 、財 務 が 明 確 な 、き ら り 農 場 高 木 を 取 り 上 げ る 。

こ の 農 事 組 合 法 人 は 、2006 年 ・ 平 成 18 年 に 343 戸 で 農事組合法人

に組織して今まで展 開 し て き た (表 3-9)。 水 稲 と 転 作 作 物 を 中 心 と

し た 土 地 利 用 型 大 規 模 経 営 あ る 。 こ の 法 人 の 特 徴 は 、 大 規 模 に 集

積 し た 農 地 で 、水 稲 、馬 鈴 薯 、ホ ウ レ ン 草 な ど の 多品目の作物を作

物ごとに団地化し、それらをブロックローテーションで栽 培 す る と い

総売上高 純利益

2009年 121,096 2,506

2010年 110,713 3,028

2011年 124,086 1,129

2012年 151,508 2,100

2013年 128,906 2,318

表3-8　総売上高と純利益の財務　　(単位：千円)

資料：聞き取り調査より作成
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う 極 め て 高 度 な 輪 作 体 系 を 確 立 し て い る 。 ま た 、 作 業 主 体 は オ ペ

レ ー タ ー 方 式 で あ る 。構 成 農 家 を 中 心 に 、パ ー ト 労 働 や 、アルバイ

ト 労 働 な ど が 担 っ て い る 。  

地 域 の 雇 用 と い う 点 で は 、 馬 鈴 薯 収 穫 時 の 短 期 雇 用 、 地 域 住 民

の 就 農 機 会 を 確 保 し て い る 。加工施設も整備し、女性部員による郷土

料理「がね」、 里 芋 コ ロ ッ ケ の 製 造 ・ 販 売 な ど を 行 い 、 ユ ニ ー ク な

加 工 品 の 製 造 と 販 売 に も 取 り 組 ん で い る 。 農 産 物 の 売 上 高 は 、 こ

の 10 年 間 、順 調 に 推 移 し 、今 日 で は 1 億 9 千 万 円 に 達 し て い る 。

し か も 、 総 粗 収 入 も 3 億 7 千 万 円 強 に ま で 到 達 し て い る 。 こ れ は

経 営 面 積 が 設 立 同 時 の 114 ha か ら 216 ha(受 託 面 積 を 含 め る と 、

経 営 耕 地 面 積 が 469  ha)へ 拡 大 展 開 し て い る こ と も 大 き な 要 因

で あ る (表 3-10)。   

 

設立年月日 2006.4.25

組合員数 343名

口数 39,005口

一口の金額 1,000円

出資金 39,005,000円

売上高（千円） 196,162

担い手タイプ 構成員

その他特徴 地域的な組織、6次産業化

資料：法人の決算書及び聞き取り調査により作成

表3-9　農事組合法人「きらり農場高木」

長期利用権　158.1ｈａ

短期利用権　35.4ｈａ

経営耕地面積

主な作目 水稲、馬鈴薯、大豆、甘

藷、里芋、ホウレン草、

人参、ミニトマト、飼料
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2) 財 務 の 特 徴  

き ら り 農 場 高 木 の こ の 10 年 間 の 純 利 益 の 推 移 を 検 討 す る と (毎

年 100 万 円 以 上 の 純 利 益 が 計 上 さ れ て い る )、 経 営 収 支 が 黒 字 で

安 定 的 に 展 開 し て き て い る こ と が 明 確 で あ る 。  

ま た 、 具 体 的 な 財 務 諸 表 (表 3-11、 表 3-11-1～ 3)か ら み る と 注

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
水稲 10.7 11.7 29.7 33.3 46.8 50 66.5 65.7 88.1
馬鈴薯 15.3 19.3 20.4 20.1 22.4 25.3 25.9 23.2 27
大豆 25.2 36.6 37.4 39.1 51.3 54.3 47.4 56.7 40.4
甘藷 8.8 10.9 17.2 16.7 11.1 10.3 11 11.2 11.47
里芋 2.2 4.3 5.5 5.9 7.3 6.51
ホウレン草 3.3 6.1 5.7 6.2 5.07
人参 0.5 1.2
ミニトマト 0.26
飼料作物 54 53.1 43.1 53.1 42.3 44.6 43.8 47.2 36.5

合計 114 131.6 147.8 164.5 181.5 196.1 206.2 218 216.51
耕耘・代かき 3.3 9.5 3.3 1.8 0.93 1.7 1.1 2.52 1.32
田植え 3.1 4.2 3.9 2.2 1.3 1.3 1.3 1.53 2.02
稲刈り 33.5 19.4 17.8 12 12.6 8.3 9.8 7.92 10.6
防除 296 265.3 286.8 290.3 295.8 297.5 346.3 404.8 455

合計 335.9 298.4 311.8 306.3 310.63 308.8 358.5 416.77 468.94

受
託
作
業

区分

農
業
経
営

表 3-10　きらり農場高木の経営面積・作物と事業の概要

資料：法人の決算書及び聞き取り調査により作成

単位：(ha)
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1 1 ） 、 財 産 の な か の 資 本 で は 、 設 立 当 時 の ３ 倍 に も な っ て い る 。

年 々 あ る 程 度 の 純 利 益 が あ っ て 、 し か も 、 1 億 以 上 の 売 上 高 、 構

成 員 1 人 当 た り の 農 業 収 入 も 100 万 円 以 上 あ り 、農 業 生 産 を 担 う

オ ペ レ ー タ ー な ど の 雇 用 労 賃 は 約 102 万 円 に な っ て い る 。 ま た 、

法 人 の 事 務 職 員 の 労 賃 は 250 万 円 ～ 300 万 円 、役 員 の 組 合 長 は 264

万 円 と な っ て い る (役 員 の 理 事 は 96 万 円 な ど )。  

さ ら に 、 財 務 分 析 に 重 要 な 3 つ の 安 全 性 基 準 で は 、 自 己 資 本 比

率 も 年 々 上 が っ て い る 。 当 初 は 低 い 水 準 で あ っ た が 、 昨 年 ま で に

は 50%に 近 く な っ て い る 。 ま た 、 流 動 比 率 は 好 調 で 300%以 上 。 固

定 比 率 も ほ ぼ 100%以 上 に 上 っ て お り 、3 つ の 安 全 性 基 準 は 安 定 し

て い る と い え る (表 3-11、 図 3-5、 6)。   

最 近 で は 、加 工 部 門 を 女 性 部 で 導 入 し 、JA 都 城 の「 朝 霧 の 里 や

こんじょ」 の 店 に 加 工 品 を 出 し て 販 売 し て い る 。 今 日 、 立 派 な 施

設 を 設 置 し 、 年 間 、 1,249 万 円 の 実 績 を 上 げ 、 生 産 か ら 加 工 販 売

と い う 、 六 次 産 業 化 へ と 進 み つ つ あ る 。  

 き ら り 農 場 高 木 は 地 域 全 体 の 300 戸 以 上 が 集 ま っ て 地 域 の 農

業 ・ 農 地 を 守 る た め に 皆 で 一 緒 に 力 を 入 れ て 形 成 し て き た 。 こ の

10 年 間 経 営 財 務 ・ 3 つ の 安 全 性 基 準 も 満 た し 展 開 を し て き た 。 特

に ６ 次 産 業 化 も 取 り 込 ん で 地 域 の 活 性 化 に も 役 割 を 果 た し て い

る 。  
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       表3- 11　　きらり農場高木の財務分析 (単位：円)

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

資本 20,737,935 22,593,614 24,766,158 26,009,442 26,988,814 34,352,156 41,014,764 65,338,457 72,899,424

流動負債 49,367,336 48,378,969 61,054,239 49,570,935 20,659,825 17,884,474 19,577,065 22,171,589 26,291,368

固定負債 12,510,000 41,743,803 33,925,000 61,909,957 52,320,055 85,883,636 110,408,268 90,580,144 68,611,074

総資本・資産 82,615,271 112,716,386 119,745,397 137,490,334 99,968,694 138,120,266 171,000,097 178,090,190 167,801,866

流動資産 79,470,165 106,575,965 102,111,258 109,922,200 66,522,371 104,613,199 132,323,219 133,024,083 98,472,128

固定資産 3,145,106 6,140,421 17,634,139 27,568,134 33,446,323 33,507,067 38,676,878 45,066,107 69,329,738

総収入 116,034,730 146,488,340 217,041,084 191,759,928 224,594,910 281,085,817 319,556,376 354,513,371 372,355,533

農産物売上高 42,194,689 70,208,373 101,998,265 112,146,905 115,803,692 147,869,761 185,445,962 177,101,473 196,162,597

役員報酬 2,470,000 1,006,375 3,310,000 3,459,200 3,629,100 3,700,000 3,923,000 3,960,000 3,930,000

従業員人件費 2,446,375 4,845,752 6,377,154 7,008,040 7,404,100 7,969,500 9,082,000 9,749,800 10,715,400

1人当たり 271,819 484,575 637,715 700,804 740,410 796,950 908,200 974,980 1,071,540

自己資本比率（% ） 25.1 20 20.6 18.9 26.9 24.87 23.9 36.7 43.4

流動比率（% ） 161 220 167 221.7 321.9 584.9 675.9 599.9 374.5

固定比率（% ） 659 367 140 94.3 80.7 102.5 106 144.9 105.1

資料：法人の決算書及び聞き取り調査により作成
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 図 3-5 き ら り 農 場 高 木 の 財 務 分 析  

資 料 : 表 3-11 よ り 作 成  

 

 図 3-6 き ら り 農 場 高 木 の 安 全 性 分 析  

資 料 :表 3-11 よ り 作 成  
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3) 今 後 の 展 開 の 可 能 性  

こ の 法 人 は 、 大 規 模 的 に 集 積 し た 農 地 で 、 多 品 目 の 作 物 を 作 物

ご と に 団 地 化 し 、そ れ ら を ブ ロ ッ ク ロ ー テ ー シ ョ ン で 栽 培 す る と

い う 、 極 め て 高 度 な 輪 作 体 系 を 確 立 し て い る 。 加 工 品 の 開 発 に よ

る 6 次 産 業 化 の 取 組 み 等 で 成 果 を 上 げ て き た 。こ れ に よ っ て 、2014

年 で は 、 全 体 で 3.72 億 円 に も 到 達 し て い る 。 構 成 員 1 人 当 た り

で は 農 業 粗 収 入 が 1,085,00 0 円 と い う こ と に な る 。 ま た 、 オ ペ レ

ー タ ー な ど の 労 賃 は 全 体 で 81,855,624 円 で あ る 。 こ の 方 々 は 約

80 人 で あ る の で 、一 人 当 た り の 平 均 で は 約 102 万 円 に な っ て い る

(雇 用 者 に は 地 域 の 人 な ど 65 歳 以 上 の 人 が 多 い )。 そ の ほ か 、 事

務 職 員 の 労 賃 や 役 員 の 組 合 長 や 理 事 に も 役 員 報 酬 を 支 払 う こ と

が で き て い る 。 さ ら に 、 財 務 ・ 安 全 性 分 析 に み る よ う に 、 経 営 診

断 と し て の 3 つ の 安 全 性 基 準 を 満 た し て い る 。 し か も 、 実 際 の 労

働 や 経 営 の 担 い 手 も 安 定 的 に 確 保 し て い る 。 従 っ て 、 こ の 法 人 の

今 後 の 展 開 の 可 能 性 は 十 分 に あ る と い え る 。  

 

3. 第 ３ 類 型  広 域 ・ 複 数 集 落 営 農 型 法 人 ・ 大 東 農 産  

  １ ） 大 東 農 産 の 形 成  

 千 浜 地 区 で も 、協 業 集 団 が 設 立 さ れ て 30 年 近 く 経 過 す る 中 で 、

農 業 生 産 の 担 い 手 の 高 齢 化 等 に よ る 担 い 手 不 足 、米 価 低 下 の 中 で
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協 業 経 営 が 行 き 詰 ま っ て い っ た 。1993 年 か ら 大 東 農 産 も 入 っ て 千

浜 水 稲 団 地 研 究 会 を 発 足 さ せ 水 稲 団 地 の 再 編 方 向 の 検 討 を 重 ね

た 結 果 、1998 年 に 一 つ の 解 決 方 向 が 出 さ れ た 。千 浜 地 区 内 の ７ 集

団 （ ７ 集 落 ） を 一 つ に し 「 千 浜 地 区 水 田 農 用 地 利 用 改 善 組 合 （ 団

体 ） 」 を 形 成 し 、 農 地 は 農 地 保 有 合 理 化 法 人 で あ る 「 Ｊ Ａ 遠 州 夢

咲 く 」 を 通 じ て 、 新 規 に 設 立 し た 大 東 農 産 ・ 法 人 へ 利 用 権 設 定 を

す る こ と に な っ た 。大 東 農 産 は 、特 定 農 業 法 人（ 1998 年 ３ 月 認 可 ）

と な り 、 農 地 の 利 用 管 理 の 担 い 手 と な る の で あ る （ 表 3-12） 。  

 こ の 法 人 の 役 員 ・ 構 成 員 は 、 ７ 名 で 、 ７ 集 落 （ 設 立 当 初 は 、 総

計 391 戸 、 う ち 農 地 の 提 供 参 加 者 167 戸 、 作 業 委 託 224 戸 ） で 構

成 さ れ て い る 。 出 資 金 ・ 資 本 金 は 、 ６ 人 が 出 資 し て お り 、 600 万

円 で あ る 。 経 営 内 容 と し て は 、 利 用 権 設 定 面 積 が 143.5 ha（ う

ち 転 作 面 積 45.3 ha） で あ り 、 作 付 け 作 目 は 、 水 稲 90.3 ha、

小 麦 38.6 ha、牧 草 14.5 ha、菜 種 3.4 ha（ 今 日 で は 、転 作 対

応 と し て 10 ha） で あ る 。 提 供 水 田 の 地 代 は 、 10 a 当 た り １ 万

円 で あ る 。構 成 員 の 役 員 報 酬 は 、840～ 850 万 円 で あ る 。ま た 、法

人 で は 社 員 男 子（ 24 才 ）一 人 を 雇 用 し て い て 、そ の 賃 金 は 、年 収

360 万 円 （ 税 込 み ） で あ る 。  

 構 成 農 家 の 提 供 農 地 は １ 戸 当 た り 30 a ほ ど で あ り 、こ れ を 法

人 に 出 し て い る 農 家 が 167 戸 で あ る 。 他 に 委 託 農 家 が い て 、 こ れ
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ら に よ る 143 ha ほ ど の 法 人 経 営 を 行 っ て い る 。東 海 地 方 で は 最

も 経 営 耕 地 面 積 の 大 き な 経 営 体 で あ る 。 米 の 売 上 げ は 1998 年 で

１ 億 1,161 万 円 （ 総 売 上 高 1 億 1,633 万 円 ） か ら 2003 年 で は １

億 839 万 円 （ 小 麦 ・ 牧 草 等 総 売 上 高 １ 億 2,043 万 円 ） と な っ て い

る 。 当 期 純 利 益 も 517 万 円 か ら 1,442 万 円 に も 上 っ て い る 。  

２ ） 広 域 的 集 落 営 農 型 法 人 の 展 開 の 可 能 性  

 数 集 落 が 集 ま っ た 法 人 と し て 静 岡 県 の 大 東 農 産 を 取 り 上 げ た 。

こ の 法 人 は 、地 域 の 農 地 を 約 170 ha ほ ど 一 括 利 用 権 の 設 定 を 行

い 借 地 ・ 利 用 し 、 圃 場 整 備 率 100％ 、 乾 田 化 、 直 播 な ど に よ る 省

力 化 な ど を 行 っ て い る 。 ６ 人 の 構 成 員 ・ オ ペ レ ー タ ー の 労 働 報 酬

（ 賃 金 ） は 、 地 域 と 同 水 準 以 上 の 賃 金 を 保 障 し て い る 。 し か も 、

社 会 保 険 や 週 休 ２ 日 制 等 の 労 働 条 件 も ほ ぼ 満 た し て お り 、経 営 と

し て も 黒 字 決 算 を し て い る （ 表 3-13） 。 2003 年 に は 、 純 利 益 を

含 め て 役 員 ・ 構 成 員 の １ 人 当 た り 年 間 平 均 の 混 合 所 得 は 約 1,150

万 円 に 到 達 し 、 そ の 後 も こ れ を ほ ぼ 維 持 し て い る 。 ま た 三 つ の 安

全 性 比 率 も そ れ ぞ れ 非 常 に 高 い も の に な っ て い る (表 3-13 、 図  

3-7、 8)。 具 体 的 に は 、 自 己 資 本 比 率 、 流 動 比 率 、 固 定 比 率 が い

ず れ も 90%以 上 、 882% 、 そ し て 427%と い う も の で あ る 。 こ の よ

う な 経 営 成 長 が こ の 法 人 の 存 立 条 件 と な っ て い る 。つ ま り 集 落 営

農 型 法 人 へ の 展 開 が 農 業 と し て 存 続 で き る 有 力 な も う ひ と つ の
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方 法 で あ る 。 だ が 、 問 題 点 も あ る こ と は い う ま で も な い 。 こ の よ

う な 経 営 成 果 を 上 げ な が ら も 、 従 業 員 は １ 名 を 雇 用 し て い る が 、

こ の 法 人 の 次 代 を 担 う 構 成 員 の 子 弟 の 担 い 手 の 確 保 は 厳 し い 状

況 で あ る 。  

 

 

 

 

 

表3-12　　大東農産

道県名 静岡県大東町

法人名 大東農産

代表者名 F・A

設立年月日 1998年3月

特定農業法人承認
認定・現中止

法人組織・集落数

役員・構成員数 7名・167名

役員報酬・混合所得 1,150

出資金額（万円） 600万

作業受託面積 143.5ha
主な作目（ha） 水稲90.3

小麦38.6

牧草14.5

菜種3.4
売上高（万円） 11,600～12,000

地代等（万円・1a当たり) 1万円

担い手タイプ 基幹農家連携

構成員・雇用

その他特徴
専業体制の法人

菜の花栽培

資料：法人の決算書および聞き取り調査より作成
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表 3― 13  大 東 農 産 の 財 務 分 析            

(単 位 :万 円 、 %) 

 

1998 2003 2008 2013
資本 1,117 7,485 8,015 12,884
流動負債 1,378 1,565 1,453 1,234
固定負債 3,000 500 0 0
総資本･資産 5,495 9,550 9,469 14,119
流動資産 3,990 6,277 5,984 10,892
固定資産 1,506 3,224 3,170 3,012
売上高 11,629 12,043 10,457 8,751
営業外収益 2,530 3,835 3,616 4,751
人件費 3,920 5,469 4,137 5,149
一人当たり 653 912 690 973
自己資本率（％） 20 78 84,6 91

流動比率（％） 290 401 411 882.6

固定比率（％） 74 232 248 427
資料：法人の決算書および聞き取り調査より作成
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 図 3-７  大 東 農 産 の 財 務 分 析  

   資 料  表 3－ 13 よ り 作 成  

 

 図 3－ 8 大 東 農 産 の 安 全 性 分 析  

 資 料  表 3－ 13 よ り 作 成  
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3 .  小 活  

こ れ ま で の 考 察 を 要 約 す る と 、 第 1 類 型 は 、 西 上 経 営 組 合 と 卯

原 内 酪 農 生 産 組 合 を 対 象 に し た が 、 北 海 道 と い う 地 域 性 が あ り 、

規 模 が 大 き く 、 集 落 機 能 が 希 薄 と い わ れ る 畑 作 、 酪 農 地 域 で あ っ

て も 、 機 能 集 団 の 農 事 組 合 法 人 が 集 落 の 農 地 を 集 積 し て 、 展 開 し

て い る 点 に 特 徴 が あ る 。 し か も 、 経 営 財 務 と し て も 安 全 性 基 準 維

持 し て い る こ と が 展 開 の 要 因 と み る こ と が で き る 。  

 第 2 類 型 の 二 つ の 事 例 で あ る が 、 こ れ は 、 い ず れ も 小 面 積 で 多

数 の 農 家 が 集 ま る 集 落 で の 営 農 形 態 で あ る 。い か に 多 く の 面 積 を

集 積 し て 、 加 工 部 門 も 加 え て 、 展 開 す る か で 存 続 が は か ら れ る 。

そ れ が 、 経 営 財 務 の 安 全 性 基 準 に 表 れ 、 き ら り 農 場 高 木 は 維 持 ・

展 開 し て き て い る 。  

第 3 類 型 は 、小 面 積 集 落 が い く つ か 集 ま っ て 大 規 模 集 落 営 農 型

法 人 を 形 成 し て き て い る が 、こ れ が ま た 存 続 さ せ る 方 法 で も あ る 。

こ れ に よ っ て 、 経 営 規 模 を 拡 大 し 、 生 産 額 ・ 純 利 益 を 拡 大 し て お

り 、経 営 財 務 と し て の 3 つ の 安 全 性 基 準 を 満 た し て い る の で あ る 。

こ う し て 、 継 続 ・ 存 続 で き る 条 件 を 確 保 し て い る 。 こ の よ う な 例

は 、 府 県 に 多 い わ け で あ る が 、 こ の よ う な 集 落 連 合 型 法 人 は 全 国

で は 数 事 例 が 形 成 さ れ て き て い る 。 こ れ が ま た 、 集 落 営 農 型 法 人
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が 展 開 で き る 条 件 で も あ る 。  

 

Ⅳ ． 考 察 結 果 ― 総 括  

本 章 で は 、こ れ ま で の 分 析 を 総 括 す る こ と に す る (表 4－ 1 参 照 )。 

1.第 1 類 型 事 例 分 析 の 総 括 -有 効 性 の 検 証  

第 1 類 型 の 西 上 経 営 組 合 は 、 畑 作 ・ 野 菜 で 規 模 が 大 き く 、 種 芋

生 産 を 軸 に 、土 地 の 有 効 利 用・交 換 耕 作 等 と 、大 根・そ ば の 加 工 ・

観 光 的 な 取 り 組 み を し 、 成 果 を 上 げ て き た 。 こ れ に よ っ て 、 構 成

員 1 人 当 り の 収 入 を 1 千 万 以 上 に し て お り 、三 つ の 安 全 性 基 準 も

超 え る 経 営 成 果 を 上 げ て き た 。 構 成 員 も 10 人 と 安 定 的 に 維 持 し

て い る 。  

ま た 、 第 1 類 型 の ② 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 は 、 酪 農 ・ 肉 牛 と 畑 作

の 組 合 せ と い う 有 機 的 な 連 携 に よ る 生 産 性 の 向 上 を は か り 、後 継

者 は 外 部 か ら 参 入 で き る 体 制 を と っ て き た 。 ま た 、 大 型 機 械 化 体

系 の 確 立 、 フ リ ー ス ト ー ル 牛 舎 、 ミ ル キ ン グ パ ー ラ ー 方 式 の 導 入

等 で 成 果 を 上 げ て き た 。 ま た 、 ほ か の 農 家 と の 連 携 に よ る 農 産 物

や 加 工 品 の 直 売 所 を 設 置 し て き て い る 。 こ れ ら に よ っ て 、 構 成 員

1 人 当 り の 収 入 を １ 千 万 以 上 に し て お り 、 三 つ の 安 全 性 基 準 も 超

え る 経 営 成 果 を 上 げ て き た 。 構 成 員 も 5 人 を 維 持 し て い る 。  

第 1 類 型 は 、 西 上 と 卯 原 内 を 対 象 に し た が 、 北 海 道 と い う 地 域 性
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が あ り 、 規 模 が 大 き く 、 集 落 機 能 が 希 薄 と い わ れ る 畑 作 、 酪 農 地

域 で あ っ て も 、機 能 集 団 の 農 事 組 合 法 人 が 集 落 の 農 地 を 集 積 し て 、

展 開 し て い る 点 に 特 徴 も あ る 。 し か も 、 経 営 財 務 と し て も 安 全 性

基 準 を 維 持 し て い る こ と が 展 開 の 要 因 と み る こ と が で き る 。  

 

２ .第 2 類 型 の 事 例 分 析 の 総 括 ― 有 効 性 の 実 証  

広 島 県 の 例 は 、 県 ・ 公 社 の 支 援 に よ り 、 集 落 ぐ る み で な ん と か

農 地 ・ 農 業 を 保 全 す る と い う 集 落 営 農 型 法 人 を 形 成 し て い る 。 こ

れ 以 外 に 、 農 地 ・ 農 業 を 守 る こ と が で き な い 。 し か し 、 経 営 的 に

売 り 上 げ ・ 収 益 が 少 な く 、 存 続 が 厳 し い 。 こ の よ う な な か で 、 複

数 の 集 落 ・ 農 家 が 参 加 す る 連 合 型 法 人 ・ 大 朝 農 産 株 式 会 社 法 人 を

形 成 し て き て い る 。 こ れ は 、 純 利 益 を 100 万 円 以 上 あ げ 、 経 営 財

務 的 な 維 持 が は か ら れ 、 地 域 の 広 範 囲 の 農 業 ・ 農 地 を 維 持 し 、 拡

大 展 開 し て き て い る 。  

第 2 類 型 の モ デ ル で あ る 宮 崎 県 の 「 き ら り 農 場 高 木 」 は 、 大 規

模 に 集 積 し た 農 地 で 、 多 品 目 の 作 物 を 作 物 ご と に 団 地 化 し 、 そ れ

ら を ブ ロ ッ ク ロ ー テ ー シ ョ ン で 栽 培 す る と い う 、極 め て 高 度 な 輪

作 体 系 を 確 立 し て い る 。加 工 品 の 開 発 に よ る 6 次 産 業 化 の 取 り 組

み 等 で 成 果 を 上 げ て き た 。 こ れ に よ っ て 、  オ ペ レ ー タ ー の 1 人

当 り の 収 入 を 100 万 円 以 上 に し て お り 、三 つ の 安 全 性 基 準 も 超 え
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る 経 営 成 果 を 上 げ て き た 。 構 成 員 、 実 際 の 労 働 の 担 い 手 も 安 定 的

に 確 保 し て い る 。  

 以 上 が 第 2 類 型 で あ る が 、 こ れ は 、 い ず れ も 小 面 積 で 多 数 の 農

家 が 集 ま る 集 落 で の 営 農 形 態 で あ る 。い か に 多 く の 面 積 を 集 積 し

て 、加 工 部 門 も 加 え て 、展 開 す る か で 存 続 が は か ら れ る 。そ れ が 、

経 営 財 務 の 安 全 性 基 準 に 表 れ 、 き ら り は 維 持 ・ 展 開 し て き て い る

と 考 え る 。  

 

3.第 3 類 型 の 事 例 分 析 の 総 括 ・ 有 効 性 の 実 証  

第 3 類 型 の モ デ ル で あ る 静 岡 県 大 東 農 産 は 、 農 協 ・ 行 政 の 支 援

に よ っ て 、7 集 落 の 農 地 を 集 積 し て 、担 い 手 を 確 保 し た 。つ ま り 、

他 産 業 に 働 く よ り も 高 い 所 得 ・ 約 1 千 万 円 に 近 い も の が 得 ら れ る

よ う に し た 。 ま た 、 財 務 も 非 常 に 良 好 な 状 態 を 維 持 し て い る 。 こ

れ に よ っ て 、小 面 積 農 家 の 土 地・農 業 を 保 全 し 、15 年 以 上 も 継 続

展 開 し て い る 。  

 第 3 類 型 は 、小 面 積 集 落 が い く つ か 集 ま っ て 大 規 模 集 落 営 農 型

法 人 を 形 成 し て き て い る が 、こ れ が ま た 存 続 さ せ る 方 法 で も あ る 。

こ れ に よ っ て 、 経 営 規 模 を 拡 大 し 、 生 産 額 ・ 純 利 益 を 拡 大 し て お

り 、経 営 財 務 と し て の 3 つ の 安 全 性 基 準 を 満 た し て い る の で あ る 。

こ う し て 、 継 続 ・ 存 続 で き る 条 件 を 確 保 し て い る 。 こ の よ う な 例
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は 、 府 県 に 多 い わ け で あ る が 、 こ の よ う な 集 落 連 合 型 法 人 は 全 国

で は 数 事 例 が 形 成 さ れ て き て い る 。 こ れ が ま た 、 集 落 営 農 型 法 人

が 展 開 で き る 条 件 で も あ る 。  

  

 

 

Ⅴ . 展 開 条 件 と 今 後 の 展 開 方 向 (有 効 性 の 実 証 結 果 と 今 後 の 方

向 ) 

 

1.展 開 条 件  

 こ れ ま で み た よ う に 、1 類 型 か ら 3 類 型 ま で 、北 海 道 と 都 府 県 と

地 域 性 は あ る が 、 い ず れ も 地 域 集 落 の 農 地 を ほ ぼ 確 保 し 、 経 営 規

道県名 北海道 北海道 宮崎県 静岡県大東町

法人名 西上経営 卯原内 きらり高木農場 大東農産(株)

構成員 7名 8名 343名 7名(167名)

経営耕地面積 370.3ha 160ha 193ha 143.5ha　

自己資本 2.4億円 2.8億円 7.3千万円 1.3億円

1人当り収入 850万円以上 １千万円以上 100万円以上 900万円以上

特徴 加工部門導入 混同・複合経営 ６次産業化 合理化と菜の花栽培

自己資本率 50％近い 50％以上 50％近い 50％以上

流動比率 150％以上 150％近い 150％近い 200％以上

固定比率 100％以上 100％近い 300％以上 400% 以上

                              表4-1　集落営農型法人の総括表

資料：法人の決算書及び聞き取り調査により作成
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模 と し て も 適 切 な 規 模 が 必 要 で あ る （ 広 島 の 集 落 営 農 法 人 も 20

㏊ か ら 100 ㏊ 以 上 に 、 ほ か は 150 ㏊ 、 370 ㏊ ）。  

ま た 、 経 営 ・ 財 務 と し て は 、 第 1 類 型 の 西 上 や 卯 原 内 、 第 2 類

型 の き ら り 農 場 高 木 、 第 3 類 型 の 大 東 農 産 (大 朝 農 産 )の よ う に 、

売 上 や 資 本 ・ 純 利 益 が 着 実 に 維 持 ・ 確 保 さ れ （ 1 億 円 以 上 か ら 3

億 円 程 度 、純 利 益 が 100 万 円 ～ 200 万 円 も 上 げ て い る ）、労 働 の 担

い 手 の 所 得 （ 1 人 当 り 1 千 万 円 前 後 ） が 補 償 で き て い る 。 ま た 、

経 営 診 断 ・ 経 営 評 価 と し て 重 要 な 安 全 性 分 析 で 、 最 も 重 要 な 3 つ

の 安 全 性 基 準 で あ る 、 自 己 資 本 比 率 50％ 、 流 動 比 率 150％ 、 固 定

比 率 100％ 以 上 が ほ ぼ 安 定 的 ・ 継 続 的 に 維 持 達 成 さ れ て い る 。 こ

う し た こ と が 、 4 つ の 事 例 は 成 立 し て い る ゆ え に 、 経 営 展 開 し て

い る と 考 え る 。  

と く に 、 大 東 農 産 の 15 年 間 、 西 上 経 営 組 合 の 30 年 間 、 さ ら に

第 2 類 型 の き ら り 農 場 高 木 は 10 年 間 、 こ の 三 つ の 安 全 性 基 準 を

ク リ ア ー し て い る 。  

こ れ ら の 点 、 広 島 県 旧 大 朝 町 の 集 落 営 農 型 法 人 は 売 り 上 げ が

1,500 万 円 程 度 で 純 利 益 が 確 保 で き な い と い う 厳 し い 条 件 下 に あ

っ た が 、2007 年 か ら 旧 大 朝 町 地 区 の こ れ ら の 集 落 営 農 型 法 人 と 大

規 模 農 家 か ら な る 株 式 会 社 法 人 を 形 成 し 新 た な 展 開 を 遂 げ て 、資

本 で あ る 「 純 利 益 」 も 確 保 し て き て い る の で あ る 。  
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2. 今 後 の 展 開 方 向  

こ れ ま で み た よ う な 諸 条 件 が 満 た さ れ る な ら ば 、地 域 資 源 で あ

る 農 地 ・ 農 業 の 担 い 手 と し て の 集 落 営 農 型 法 人 の 展 開 は 可 能 で あ

る と 考 え る 。 と り わ け 、 集 落 営 農 型 法 人 で あ る の で 、 売 り 上 げ だ

け で な く 、 経 営 診 断 ・ 経 営 評 価 で 重 要 な 安 全 性 分 析 で の 3 つ の 安

全 性 基 準 の ク リ ア ー が 必 要 で あ る 。こ の よ う な 財 務 分 析 が 可 能 な

経 営 こ そ が 、 集 落 営 農 型 法 人 の 存 続 ・ 増 加 の 要 因 と 考 え る 。  

さ ら に 、 今 後 は 、 行 政 や 農 協 が 農 地 や 農 業 の 担 い 手 と し て 集 落

営 農 型 法 人 を 明 確 に 位 置 づ け て い く な ら ば 、集 落 営 農 型 法 人 の 展

開 の 可 能 性 が さ ら に 高 ま る と 考 え る 。 す な わ ち 、 現 在 、 こ の よ う

な 財 務 分 析 、特 に 安 全 性 分 析 で の 3 つ の 基 準 を 満 た す こ と が 可 能

な よ う な 各 類 型 の 集 落 営 農 型 法 人 の 形 成 ・ 展 開 が 進 ん で い る ゆ え

に 、集 落 営 農 型 法 人 が 全 国 各 地 に お い て 増 加 傾 向 に あ る と 考 え ら

れ る 。  

 

 

【 追 記 】  

 本 論 文 は 、 Ay i n u e r  Tu l a f u、 尾 碕 亨 、 吉 岡 徹 、 村 田 ま り 子 、 菅

原  優 、 市 川  治 「 集 落 営 農 型 法 人 の 経 営 展 開 に 関 す る 研 究 」

『 R e s e a r c h  o f  O n e  H e a l t h』 ( 2 0 1 5 / M a r c h )を 基 に 、 市 川 治 ・ 吉 岡
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徹・ 發 地 喜 久 治 ・ Ay i n u e r  Tu l a f u ら の「 大 規 模 土 地 利 用 型 農 業 生

産 法 人 の 経 営 成 長 モ デ ル に 関 す る 研 究 」『 酪 農 学 園 大 学 紀 要 』 第

3 8 巻 第 1 号 を 踏 ま え 、2 回 の 北 海 道 農 業 経 済 学 会 な ど の 研 究 を 積

み 重 ね て き た 成 果 と し て 作 成 し た も の で あ る 。  

 

 

 

【 注 釈 】   

1)１ 集 落 の 大 半 の 農 地 を 包 含 す る も の 、 ま た 、 1 集 落 の 全 部 か ら

ほ か の 農 地 も 包 含 す る も の 、さ ら に 数 集 落 の 農 地 を 包 含 し て 営

農 し て い る 農 業 生 産 法 人 (特 定 農 業 法 人 を 含 む )を 集 落 営 農 型

法 人 と 呼 ぶ こ と に す る 。  

2） 市 川 治 「 集 落 営 農 の 法 人 化 の 意 義 と 経 営 展 開 の 課 題 」 『 土 地

と 農 業 NO．35』（ 農 地 保 有 合 理 化 協 会  2005.3）を 参 照 。な お 、

経 営 診 断 の 方 法 に は 、分 析 目 的 に よ っ て 、多 様 で あ る が 、主 に 、

財 務 安 全 性 分 析 や 、生 産 性 分 析 、収 益 性 分 析 、成 長 性 分 析 な ど

が あ る 。こ の な か で 、経 営 の 継 続 展 開 を 検 討 す る に は 、究 極 と

し て 財 務 安 全 性 分 析 が 重 要 な 方 法 で あ る 。本 論 文 は こ れ を 分 析

方 法 と し て 検 討 し て い る (下 記 の 参 考 文 献 (6)～ (8)、 (14)を 参

照 し た )。  

3） 市 川 治 「 北 海 道 に お け る 農 業 生 産 法 人 の 現 段 階 と 課 題 」 『 北

海 道 農 業 経 済 研 究 』 第 11 巻 第 ２ 号 （ 北 海 道 農 業 経 済 学 会  
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2 0 0 4 . 1） を 参 照 。 こ の 他 、 市 川 治 「 北 海 道 に お け る 酪 農 法 人

の 現 状 と 展 開 条 件 」 『 畜 産 情 勢 研 究 事 業 報 告 書 』 （ 中 央 畜 産

会 ・ 全 国 農 林 統 計 協 会 連 合 会 平 成 14 年 ３ 月 ） も 参 照 。  

4） 大 泉 一 貫 「 農 業 法 人 化 の 意 義 と 可 能 性 お よ び そ の 限 界 」 『 農

業 と 経 済 2004 . 1 2 臨 時 増 刊 号 』 で は 、 市 川 治 稿 と 同 様 に 各 期

を ３ 期 に 分 け て 検 討 し て い る が 、 市 川 治 稿 の 停 滞 期 は 想 定 し

て い な い 。  

5）2006 年 の 法 改 正 に よ り 有 限 会 社 の 設 立 が 不 可 能 に な り 株 式 会

社 に 統 一 さ れ た の で 、こ れ と 関 連 し て 、特 に 2006 年 5 月 以 降

は 株 式 会 社 法 人 の 設 立 が 増 大 し て い る と み ら れ る 。  

6） 注 2)の 市 川 治 論 文 参 照 。  

7) 村 竹 義 人 「 自 治 体 に よ る 集 落 型 法 人 化 の 推 進 」 『 農 業 と 経 済

2004 . 1 2 臨 時 増 刊 号 』 、 及 び 西 村 武 司 「 集 落 営 農 の 法 人 化 に

関 す る 解 説 」 金 沢 ・ 高 橋 ・ 稲 本 編 『 地 域 営 農 の 展 開 と マ ネ ジ

メ ン ト 』 （ 農 林 統 計 協 会 2003） を 参 照 。  

8) 田 代 洋 一『 地 域 農 業 の 担 い 手 群 像 』2011.11 農 文 協  57 頁 ～

66 頁 参 照  

9) 九 州 農 政 局 生 産 経 営 流 通 部 集 落 営 農 に 関 す る 研 究 会 「 九 州 に

お け る 集 落 営 農 の 育 成 ・ 法 人 化 の 推 進 方 向 」 （ 平 成 16 年 ３ 月

~12 頁 ） で 別 の 統 計 整 理 を し て い る 。  
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10) 有 限 会 社 法 人 グ リ ー ン ヒ ル 9 0 5 の 展 開 状 況  

 こ の 法 人 は 、網 走 市 の 南 西 約 ７ ｋ ｍ の 道 道 9 0 5 号 線 沿 い の 喜 多 山

地 区 に あ り 、網 走 湖 、 能 取 湖 に 近 接 し て い る と こ ろ に 立 地 し て い る 。 

法 人 の 形 成 動 機 は 、農 畜 産 物 の 自 由 化 の 進 行 に よ り 、馬 鈴 薯 、小 麦 、

て ん 菜 生 産 の 将 来 的 な 展 望 へ の 不 安 な ど か ら で あ る 。こ の 動 機 か ら 、

1 9 9 7 年 ６ 月 に 旧 西 網 走 農  協 管 内 の 地 域 で 「 西 網 走 を 考 え る 会 」 を

地 元 の 農 家 ・ 農 民 2 5 人 で 発 足 さ せ た 。 そ の 会 で の 話 し 合 い の な か

で 「 地 元 の 野 菜 を あ ま り 食 べ な い 」 と い う こ と が 議 論 に な り 、 地 元

の も の を 食 べ る よ う に す る た め に 直 売 を 始 め よ う と い う こ と に な っ

た 。そ こ で 、1 9 9 9 年 ４ 月 、オ ホ － ツ ク 特 産 品 生 産 組 合 を 各 種 事 業 の

導 入 母 体 と し て 設 立 し た 。1 0 月 に は 農 業 農 村 活 性 化 農 業 構 造 改 善 事

業 の 指 定 を 申 請 し 、 事 業 内 容 と し て は 野 菜 の 直 売 所 ・ 農 畜 産 物 の 加

工 施 設 の 導 入 を 計 画 し た 。11 月 に は 野 菜・農 畜 産 物 加 工 に つ い て の

専 門 検 討 会 を 設 置 し 、 施 設 建 設 用 地 に つ い て 、 関 係 法 の 手 続 き （ 農

振 除 外 、 地 目 変 更 、 公 園 法 許 可 、 埋 蔵 文 化 財 確 認 等 ） を 行 な っ た 。

つ い で 、 平 成 ７ 年 ４ 月 「 西 網 走 農 業 を 考 え る 会 」 を 解 散 し 、 オ ホ －

ツ ク 特 産 品 生 産 組 合 に 活 動 を 一 本 化 し た 。 さ ら に １ 人 （ １ 戸 ） 当 た

り 約 2 0 万 円 を 出 資 し 、補 助 も 受 け て 、1 , 0 0 0 万 円 で 地 元 の 野 菜 直 売

所 を 開 設 し 、 道 路 名 に ち な ん で 「 グ リ － ン ヒ ル  9 0 5」 と 名 付 け た 。

農 産 物 に 生 産 者 の 氏 名 を 明 記 す る な ど し て 、 消 費 者 へ の 新 鮮 で 安 全
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な 農 産 物 の 供 給 に 取 り 組 ん で き た 。 ７ 月 か ら は 農 産 物 を 加 工 ・ 販 売

す る た め に ロ グ ハ ウ ス 風 の 加 工 所 を 建 設 し 、手 作 り 加 工 食 品・豆 腐 、

ア イ ス ク リ － ム の 製 造 ・ 販 売 を 開 始 し た 。 加 工 所 の ２ 階 に は 網 走 湖

を 一 望 し な が ら ア イ ス ク リ － ム な ど が 食 べ ら れ る 展 望 室 を 設 け た 。

自 分 た ち の 作 っ た 農 産 物 を 地 元 の 人 々 な ど に 消 費 し て も ら う こ と で 、

身 近 な 農 業 （ 農 産 物 ） へ の 理 解 を 深 め て も ら い た い と 考 え て い る 。

こ う し て 、2 0 0 2 年 ３ 月 オ ホ － ツ ク 特 産 品 生 産 組 合 を 解 散 し 、４ 月 に

は 、農 業 法 人 ・ 有 限 会 社 グ リ － ン ヒ ル 9 0 5 を 設 立 し 、 今 日 １ 億 円 を

売 上 げ る と こ ろ ま で き て い る の で あ る 。  

 構 成 員 と し て は 、構 成 員 は 社 員 ２ ５ 名 で あ り 、役 員 は 社 長 と 専 務 理

事 と 取 締 役 ６ 人 で あ る 。 基 本 的 に は 農 家 （ 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 法 人

の 役 員 ２ 人 、 非 農 家 １ 人 、 農 家 2 2 人 ） が 基 本 で あ り 、 一 番 大 き な

農 家 は 4 0  h a の 畑 作 農 家 で あ り 、社 長 は 3 2 h a の 畑 作 農 家 で あ る

（ 当 初 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 法 人 か ら の 出 資 も 当 時 の 組 合 長 （ T 氏 ）

は 考 え た よ う だ が 、 基 本 を 個 人 と し た の で 役 員 個 人 と し て 参 加 し て

い る 。ま た 現 在 出 資 者 の １ 人 が 非 農 家 と な っ て い る ）。一 般 的 な 農 家

は 、1 4～ 1 5 h a の 専 業 農 家 で 野 菜 を 作 付 け・販 売 し て 4 0 0～ 5 0 0 万

円 の 売 上 高 を 上 げ て い る 。  

 資 本 ・ 出 資 金 は 、 社 長 1 0 5 万 円 、 専 務 8 0 万 円 、 取 締 役 （ ４ 人 各

人 ）6 0～ 5 0 万 円 、一 般 社  員 4 0～ 2 0 万 円 と な っ て お り 、全 体 で 1 , 0 0 0
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万 円 で あ る （ 表 １ 参 照 ）。 の ち に み る よ う に 、  資 産 に 比 し て 、 今 日

若 干 不 足 し て い る よ う に み う け ら れ る 。  

 グ リ ー ン ヒ ル 9 0 5 の 業 務 組 織 ・ 仕 事 の 担 当 は 、業 務 を 実 際 に 遂 行

し 、 全 体 を 経 営 管 理 し て い る の は 社 長 と 専 務 で あ り 、 生 産 販 売 を 担

当 す る の は 従 業 員 と い う こ と が で き る 。 具 体 的 に は 、 正 社 員 と し て

豆 腐 製 造 担 当 １ 人（ 男 子 ）、ア イ ス 製 造 担 当 １ 人（ 男 子 ）で あ り 、そ

こ に は 女 性 の パ ー ト が 前 者 に １ 人 、 後 者 に ２ 人 、 そ れ に 販 売 係 ３ 人

と 事 務 員 １ 人 が い る（ 現 在 ９ 人 が 正 社 員 と な っ て い る ）。労 働・賃 金

水 準 は 、 地 域 の 他 の 会 社 法 人 （ 小 企 業 ） な み で あ る 。 つ ま り 、 正 社

員 の 労 賃 と し て は 年 間 4 0 0～ 5 0 0 万 円 で あ り 、 パ ー ト の 日 雇 い 賃 金

は １ 時 間 当 り 7 0 0 円 で あ る 。就 業 条 件 は 、１ 日 ８ 時 間 労 働 で 週 １  回

の 休 日 が あ る 。 社 会 保 険 は 、 国 民 健 康 保 険 ・ 国 民 年 金 で あ る 。  

 こ の 法 人 は 、J A オ ホ － ツ ク 網 走 、網 走 市 、そ の 他 行 政 機 関 か ら の

適 切 な 指 導 と 協 力 （ 援 助 ） を 受 け な が ら 事 業 に 取 り 組 ん で い る （ 網

走 市 や オ ホ ー ツ ク 網 走 農 協 か ら の 出 資 は 今 の と こ ろ な い ）。 特 に 、

J A オ ホ － ツ ク 網 走 で は「 農 業 所 得 の 向 上 が 難 し い 情 勢 の な か で 、農

家 が 集 ま っ て 地 域 を 元 気 づ け て い く こ と は 良 い こ と 。 そ れ を 核 と し

て 地 元 の 発 展 を 期 待 し て い る 」 と い う こ と で あ る 。 こ の 法 人 の 資 産

は 設 立 以 後 着 実 に 増 加 し て い る 。  

卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 と の 連 携 と し て は 、 こ の 法 人 を 主 体 的 に 推 進
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す る 役 員 の な か に 、 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 （ 農 事 組 合 法 ） の 役 員 （ 当

時 の 代 表 理 事 等 ） が 参 加 し て い る 。 将 来 的 に は 、 こ の グ リ ー ン ヒ ル

9 0 5 法 人 と 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 （ 法 人 ） と の 間 の 人 事 の 交 流 を 含 む

法 人 間 の ネ ッ ト ワ － ク を 組 み た い と 考 え て き た 。2 0 1 4 年 ま で は 、卯

原 内 酪 農 生 産 組 合 の 牛 乳 を こ の 法 人 に 販 売 し 、 こ れ を ア イ ス ク リ ー

ム と し て 販 売 し て い る 。そ う い う 意 味 で は 、グ リ ー ン ヒ ル 9 0 5 は 付

加 価 値 生 産 を し て 売 上 を 伸 ば し て き て い る と い え る 。 今 後 の 方 向 と

し て は 、こ れ に 加 え て グ リ ー ン ヒ ル 9 0 5 を 構 成 す る 農 家 の 農 地 が 遊

休 化 す る 際 に は 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 が 受 託 す る な ど が 考 え ら れ る 。

勿 論 、 グ リ ー ン ヒ ル ９ ０ ５ 自 体 と し て も 受 託 ・ 借 地 で き る 農 業 生 産

法 人 に な る こ と も 予 測 さ れ る 。 役 員 の 話 と し て は 、 い つ で も そ の 気

に な れ ば 、 農 業 生 産 法 人 化 は 可 能 で あ る と い う 。 い ず れ に し て も 、

法 人 間 の 協 同 も 射 程 に い れ て 経 営 展 開 を 遂 げ て き た 。  

 11） 財 務 ・ 安 全 性 分 析 指 標 ・ 比 率 に つ い て は 、 表 3－ 11 - 1～ 3 の よ

う な 期 末 の 貸 借 対 照 表 の 各 年 よ り 算 出 し た も の で あ る 。 財 務 分 析 に

は 、こ の ほ か 損 益 計 算 書 も 使 用 す る (こ れ は 経 営 財 務 を 把 握 す る の に

大 切 な 資 料 で あ る が 、 簡 単 に は 手 に 入 れ る こ と は で き な い も の で あ

る 。 長 年 の 研 究 室 の 資 料 蓄 積 に よ っ て 、 確 保 で き た も の で あ る )。  

な お 、 ほ か の 西 上 経 営 組 合 や 卯 原 内 酪 農 生 産 組 合 、 大 東 農 産 に つ

い て も こ の 資 料 を 用 い て 分 析 し た も の で あ る (大 朝 農 産 株 式 会 社 に
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つ い て は 、 こ の 資 料 を 手 に 入 れ る こ と が で き な か っ た )。  

 

 

 

 

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 102,111,258 流動負債 61,054,239

現金 0 買掛金 20,485,761

普通預金 79,403,754 未払費用 39,712,294

未収金 7,482,181 預り金 103,986

棚卸資産 9,907,531 社会保険料仮受金 100,898

仮払金 4,292,000 未払法人税等 651,300

未収消費税 1,025,792

固定負債 33,925,000

固定資産 17,534,139 長期借入金 13,925,000

建物 6,925,411 農業経営基盤強化準備金 20,000,000

構築物 6

機械及び装置 14

車両運搬具 6 負債の部合計 94,979,239

土地 5,750,000

出資金（外部） 2,941,174 （資本の部）

保険積立金 587,831 資本金 20,726,000

経営安定積立金 1,429,697

利益剰余金 4,040,158

利益準備金 1,500,000

当期未処分利益 2,540,158

（うち当期利益） 2,172,544

資本の部合計 24,766,158

資産の部合計 119,745,397 負債・資本の部合計 119,745,397

資料：きらり農場高木通常総会資料より作成

表3-11-1 期末の貸借対照表　　　　　2008年12月31日　(単位：円)

資産の部 負債及び資本の部
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科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 104,613,199 流動負債 17,884,474

現金 0 買掛金 2,273,480

普通預金 94,184,830 未払費用 10,448,229

未収金 4,894,289 預り金 186,387

棚卸資産 5,347,433 社会保険料仮受金 519,778

仮払金 186,647 未払消費税 1,793,900

未払法人税等 2,662,700

固定資産 33,507,067 固定負債 85,883,636

建物 6,224,374 長期借入金 14,277,000

構築物 1,641,357 農業経営基盤強化準備金 71,606,636

機械及び装置 6,508,821

車両運搬具 5,792,131

土地 5,750,000 負債の部合計 103,768,110

出資金（外部） 3,301,751

保険積立金 1,101,064 （資本の部）

経営安定積立金 3,187,569 資本金 20,810,000

利益剰余金 13,542,156

利益準備金 6,000,000

当期未処分利益 7,542,156

（うち当期利益） 7,363,642

資本の部合計 34,352,156

資産の部合計 138,120,266 負債・資本の部合計 138,120,266

資料：きらり農場高木通常総会資料より作成

表3-11-2　 期末の貸借対照表　　　　2011年12月31日　(単位：円)

資産の部 負債及び資本の部
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科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 98,472,128 流動負債 26,291,368

現金 0 買掛金 1,944,831

普通預金 83,194,551 未払費用 19,988,193

未収金 7,943,168 預り金 340,655

棚卸資産 6,934,943 社会保険料仮受金 1,108,289

仮払金 399,466 未払消費税 1,141,900

未収消費税 0 未払法人税等 1,767,500

固定負債 68,611,074

固定資産 69,329,738 長期借入金 2,000,000

建物 29,596,000 農業経営基盤強化準備金 66,611,074

構築物 2,637,160

機械及び装置 6,557,237

車両運搬具 8,997,812 負債の部合計 94,902,442

工具器具備品 4,553,909

土地 5,750,011 （資本の部） 39,005,000

出資金（外部） 5,484,648 資本金

保険積立金 1,738,293

経営安定積立金 4,014,668 利益剰余金 33,894,424

利益準備金 21,000,000

任意積立金 5,000,000

当期未処分利益 7,894,424

（うち当期利益） 7,560,967

資本の部合計 72,899,424

資産の部合計 167,801,866 負債・資本の部合計 167,801,866

資料：きらり農場高木通常総会資料より作成

表3-11-3 　期末の貸借対照表　　　2014年12月31日　(単位：円)

資産の部 負債及び資本の部
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Empirical study on management deployment of 

a community farming type corporation 
                                AY I N U E R T U L A F U  

                        Abs t rac t  

[ A i m  o f  t h i s  s t u d y ]    

Nowadays ,  the  number  o f  farming households  have  

been reduced due to  lack  o f  successor  then abandoning  

the  farming ,  as  wel l  as  i t  cause  the  recess ion  o f  

farmland and dec l in ing  o f  reg ional  resources .  

Therefore ,  how to  keep the  sustainabi l i ty  o f  the  Japan 

agr icu l ture  and agr icu l tural  land has  become a  major  

topic  o f  Japanese  agr icu l ture .  As  a  so lut ion  to  brak ing  

o f  th is  s i tuat ion ,  the  community  farming type  

corporat ion  (spec i f i c  agr icultura l  corporat ion)  p lay ing  

important  ro le  and  the ir  numbers  tending  to  increase ,  

and the  main  factors  this  tendency  mainly  focused  on 

the  e f fect ive  po l i ces  and d i f ferent  a id ing  pro jects  o f  

the  government .  However,  there  was  a lso  the  case  that  

was  establ ished because  o f  the  subs idy  by  the  po l i cy  

can  be  obta ined .  In  such cases ,  they  would  not  get  
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susta inable  boost  as  wel l  as  have  the  potent ia l  r isk  o f  

d isso lut ion  i f  the  subs idy  by  the  government  is  ceases .  

In  the  other  cases  which  are  mainta ined by  successors  

were  do  not  have  that  k ind o f  d isadvantages ,  on  the  

contrary,  they  not  only  have  wel l  management  

condit ion  and susta inabi l i ty,  but  a lso  have  the  

contr ibut ion  o f  keeping  cont inui ty  o f  the  reg ional  

resources .  The  reason o f  creat ing  wel l  economical  

condit ion  in  the  latter  case  cons idered  to  be  have  f i rm 

f inancia l  management .   

In  th is  s tudy,  hence ,  a imed to  prov ide  a  strong  

ev idence  for  the  hypothes is  above  and g ive  a  sc ient i f i c  

explanat ion  to  the  reason  o f  growing  in  number  o f  

community  farming  type  corporat ions  v ia  apply ing  o f  

deta i led  f inancia l  and safety  analys is .    

 

[ M e t h o d ]  

Pas t  s tud i e s  were  ma in ly  focused  on  func t iona l  

enh ancemen t  o f  co mmu ni ty  f a rming ,  and  au tonomous ly  

managemen t  en t i ty  o f  f a rmland ;  r ecen t ly,  howev e r,   s tud i e s  
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on  th e  en t i t y  ch ang es  o f  r eg ion a l  ag r i cu l tu re ,  and  

evo lu t io na ry  an a ly s i s  o f  co mmuni ty  f a rming  type  co rpo ra t i on  

wh ich  he ld  by  succes so r s  ha s  become  popu la r.  Bu t ,  bo th  o f  

above  s tud i e s ,  managemen t  and  f i nanc i a l  ana lys i s  wh ich  

were  neces sa ry  fo r  th e  expans ion  o f  f a rmin g  managemen t ,  i n  

pa r t i cu l a r,  t he  s a f e ty  ana lys i s  wh ich  i s  ve ry  impor t an t  fo r  

managemen t  d i agnos i s  was  no t  been  app l i ed  i n  t hem.  

The re fo re ,  i n  t h i s  s tudy,  ca r r i ed  ou t  in  o rde r  to  c l a r i fy  th e  

managemen t  eva lua t ion  o f  f a rming  type  co rpo ra t i on ,  

managemen t  f inanc ia l  ana ly s i s ,  pa r t i cu l a r ly  th e  d i s cus s ion  

cen t e r ed  on  sa f e ty  ana lys i s .  

Accord ing to  the  character ist i cs  o f  the  product ion  and 

distr ibut ion ,  farming  type  corporat ion c lass i f ied  into  

operat ional  cooperat ion  and d istr ibut ional  cooperat ion .  

In  whole  nat ion ,  i t  a lso  can be  rec lass i f ied  the  farming 

type  corporat ion into  other  three  types  based  on  the  

amount  o f  provided  farmland o f  every  farm holders .  

Type  I ,  a  corporat ion  that  i s  ho ld ing  more  than hal f  o f  

the  farmland in  a  community,  such  as ,  Nishigami  

Business  Assoc iat ion  and Ubaranai  Dairy  
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Manufactur ing  Assoc iat ion ;  Type  II ,  a  corporat ion  that  

i s  ho ld ing  the  farmland o f  more  than one  not  two 

communit ies ,  such as ,  Oasa  town community  farming 

type  corporat ion in  Hiroshima prefecture  and  Kirar i  

Nojo  Takagi  in  Miyazaki  pre fecture ;  Type  I I I ,  a  

corporat ion  that  is  ho ld ing  the  farmlands  o f  several  

communit ies ,  such  as ,  Daitonosan in  Shizuoka  

pre fecture .  By  studying  the  format ion  and the  

expansion  o f  those  f ive  community  farming  type 

corporat ions  formed by  successors ,  the  business  

expansion  d irect ions  and expansion  poss ib i l i ty  would  

be  e luc idated .      

 

[ R e s u l t s ]  

The  type  I  corporat ion ,  Nishigami  Business  

Assoc iat ion ,  was  seed  potato  product ion  centered 

vegetable  cul t ivat ion  company;  by  e f fect ive ly  ut i l i z ing  

o f  large -sca le  o f  farmland with  a l ternat ive  cu l t ivat ion  

and successfu l ly  combining  the  food  process ing  o f  

reddish  and Soba with  s ightsee ing ,  remarkably  
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increased the  pure  pro f i t .  As  a  result ,  not  on ly  

increased  the  annual  income o f  each  member  up  to  

more  than 10  mi l l ion  yen/person,  but  a lso  sat is f ied  

three  safety  s tanders .  Ubaranai  Dairy  Manufactur ing 

Assoc iat ion  was  the  corporat ion  that  organica l ly  

combined the  animal  and crop  product ion  with  the  food  

process ing  and transact ion ,  increased  the  net  pro f i t  o f  

the  company as  wel l  as  the  annual  income the  members  

reached more  than 18  mi l l ion  yen/person.  Moreover  

they  carr ied  out  outs ider  could  take  over  management  

system.  The  three  sa fety  standard  o f  the  corporat ion 

more  than reach to  bas ic  s tandard.   

I t  c an  be  conc lu de  f rom th e  an a ly s i s  o f  two  co rpo ra t ion ,  

N i sh igami  Bus ines s  Asso c ia t ion  an d  Ub aran a i  D a i ry  

Manufac tu r ing  Asso c i a t i on  t ha t  de sp i t e  t he  f ac t  o f  t he  l a rg e  

s ca l e  o f  decen t r a l i zed  f a rmland  in  t h e  Hok ka ido  i s l and ,  t h e  

ma in  r ea son  o f  s t ab l e  deve lopmen t  and  su cces s fu l l y  

expans io n  o f  th e se  two  a s so c i a t i ons  i s  ga th e r ing  under  a  

un i f i ed  and  f i rmly  f inanc i a l ly  managed  o rgan iza t ion ,  a l so  

hang  on  to  t he  s a f e ty  s t anda rd .  
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In  t he  t ype  I I  ana lys i s ,  example  o f  H i ro sh ima ,  w i th  the  

suppor t  o f  t he  p re f ec tu re -pub l i c  co rpo ra t ion ,  t o  fo rm a  

f a rming  type  co rpo ra t ion  tha t  managed  to  p re se rv e  

ag r i cu l tu ra l  l and  and  ag r i cu l tu r a l  s e t t l emen t s  cos tume .  

Howeve r,  i t  i s  s t i l l  no t  i dea l  and  r ea l l y  t ough  to  su rv ive .  In  

t h i s  ca se ,  s eve ra l  communi ty  cam e  toge the r  and  fo rmed  O asa  

Agr i cu l tu ra l  Co epora t ion  wi th  t h e  pa r t i c ipa t ion  o f  mo re  th an  

one  v i l l age ,  a s  a  r e su l t ,  t he  i n come  r a i s ed  up  mo re  t han  one  

mi l l i on  yen  ne t  p ro f i t ,  managemen t  f i nanc i a l  ma in t enance  

smoo th ly,  t h e  mo s t  o f  th e  f a rmland  has  been  p re se rved  and  

expanded .  

I n  add i t i on ,  K i r a r i  No jo  Takag i ,  a  l a rg e - sca l e  i n t eg ra t ed  

ag r i cu l tu r a l  l and ,  in  th e  b lock  ro ta t ion  scheme ,  w i th  a  

mu l t i - i t em c rops  has  e s t ab l i shed  a  ve ry  h igh  deg ree  o f  c rop  

ro t a t i on  sy s t em.  I t  h a s  been  succes s fu l  i n  e f fo r t s  such  a s  t he  

6 -o rde r  i ndus t r i a l i za t i on  t h rough  the  deve lopmen t  o f  

p roces sed  p roduc t s ;  so  t ha t ,  t he  annua l  i n come  up  to  1  

mi l l i on  yen /pe r son ,  t he  t h ree  s a f e ty  s t anda rd  o f  t he  

co rpo ra t i on  mo re  t han  r each  to  t he  bas i c  s t anda rd .  A l though  

these  a r e  t he  s econd  type ,  wh ich  a r e  f a rming  fo rm o f  a  l a rg e  
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number  o f  f a rmer s  ga the red  i n  a  sma l l  a r ea .  w i th  i n t eg ra t i ng  

o f  many  a r ea s  and   add i t i on  o f   t he  p roces s ing  s ec to r,  t he  

co rpo ra t ion  was  expanded  and  sa f e ly  su rv iv ed .  

Da i tonosan  o f  th e  th i rd  t ype ,  en su red  th e  ma in tenance  o f  

t he  succes so r s ,  by  ob ta ined  the  suppor t  o f  ag r i cu l tu r a l  

coope ra t ives  and  admin i s t r a t i on ,  and  i n t eg ra t ed  th e  f a rmland  

o f  7  communi ty.  I n  o th e r  word s ,  t hey  ab le  t o  ob ta in ed  abou t  1  

mi l l i on  yen /pe r son  tha t  i s  h ighe r  t han  th e  i ncome  o f  work ing  

in  o the r  i ndus t r i e s ,  and  f inan c ia l  a l so  to  ma in t a in  a  v e ry  

good  cond i t i on .  Th i s ,  t o  conse rve  t he  l and  and  ag r i cu l tu r e  o f  

t he  sma l l  a r ea  f a rmer s ,  a l so  ha s  con t inued  bus ine s s  in  mo re  

t han  15  yea r s .  

The  t h i rd  t ype  i s  a  t ype  t ha t  i t  ha s  t o  fo rm a  l a rg e - sca l e  

f a rming  typ e  co rpo ra t ion  by  ga th e r ing  sma l l  co rp ora t ion s ,  

t h en  make  a  w ay  to  su rv iv e .  Th i s ,  t o  ex pand  th e  bu s in es s  

s ca l e ,  ha s  expanded  th e  p rodu c t io n  v a lu e ,  ne t  i n co me ,  mee t  

th e  th r ee  s a f e ty  s t anda rd s  a s  a  managemen t  f inance ,  i t  i s  t o  

en su re  the  cond i t i on s  th a t  can  con t inu e  an d  su rv iv e .  

Conc lus ion ,  f rom the  t ype  I  t o  t he  t ype  I I I ,  i n  a l l  t he  

communi t i e s  s epa ra t ed  among  the  Hokka ido ,  a l l  p r e f ec tu re s  
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and  r eg iona l  ch a rac t e r i s t i c s ,  mo s t  o f  th e  f a rmland  o f  th e  

d i f f e r en t  a r ea s  have  been  secu red ,  a l so  a l l  o f  t hem expanded  

to  app rop r i a t e  sca l e s  ( i .  e .  f a rming  co rpo ra t i on  in  Hi ro sh ima ,  

f rom 20  ha  expand  to  mo re  th an  100  ha ;  o the r s  a r e  expanded  

to  150  ha ,  370  ha ,  r e spec t ive ly ) .  

I n  add i t i on ,  a s  t he  f i nanc i a l ,  a l l  t he  ca se s  o f  N i sh igami  and  

Ubarana i  ( t ype  I ) ,  K i r a r i  ( t ype  I I ) ,  Da i tonosan  and  

Oasanosan  ( t ype  I I I ) ,  s e l l i ng ,  cap i t a l  an d  ne t  i ncome  go t  

en su red  to  k eep  av e rag e  ma in ta in ing  v a lu e  ( f ro m mo re  th an  

one  b i l l i on  t o  t h r ee  b i l l i on ;  ne t  i ncome  i s  f rom one  mi l l i on  t o  

mo re  t han  two  mi l l i on ) ;  eve ry  memb er s  ob t a ined  the  gua ran ty  

o f  h igh  income  (10  mi l l ion  yen /pe r son  o r  l e s s  annua l ly ) .  The  

sa fe ty  ana lys i s  a s  a  managemen t  d i agnos t i c  eva lua t io n  

show ed  tha t ,  c ap i t a l  ad eq uacy  r a t i o  (more  t han  o f  50%) ,  t he  

cu r r en t  r a t i o  (more  t han  o f  150%) ,  f i xed  r a t i o  (more  t han  o f  

100%)  were  a lmos t  kep t  s t ab l e  l i ne ,  a c tua l l y  t hose  a r e  t he   

neces sa ry  e l emen t s  o f  t he  bus ines s  exp an s io n .  So  th a t ,  du e  to  

i n  a l l  f ou r  ca se s  above  ma in t a ined  th e  s t ab i l i t y  o f  t he se  

f ac to r s ,  i t  c an  be  i n f e r r ed  t ha t  t hey  a l l  we l l  deve loped  and  

expanded  pe r iod i ca l ly.  I n  pa r t i cu l a r,  Da i tonosan  fo r  15  yea r s ,  
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Nish igami  fo r  30  yea r s  and  Ki r a r i  f o r  10  yea r s  a l l  c l ea red  the  

s a fe ty  s t and ard .  un fo r tun a te ly,  t h e  f a rmin g  type  co rpo ra t ion  

in  H i rosh ima  P re fec tu re  was  s t i l l  i n  t he  s eve re  cond i t i on  o f  

s a l e s  can  no t  be  s ecu red  ne t  p ro f i t  o f  abou t  15  mi l l i on  yen ;  

bu t ,  i n  2007 ,  l a rg e - sca l e  f a rmer s  and  f a rming  type  

co rpo ra t i on  o f  t he  d i s t r i c t  unde rgone  fo rmed  new deve lop ing  

pa th  (pos s ib i l i t y ) ,  made  su re  th e  cap i t a l  (n e t  p ro f i t ) .  Wh en  

these  cond i t i ons  men t ioned  above  has  mee t  t he  r equ i r emen t s ,  

t h en  i t  i s  poss ib l e  t o  mak e  su re  th e  sab le  and  sa f e  

deve lopmen t  an d  expans ion  o f  a  co rpo ra t ion .  Espec i a l ly,  

hav ing  on ly  t he  s a l e s  i t s e l f  i s  no t  su ff i c i en t ,  o the r  t han  t ha t ,  

i t  mu s t  be  c l ea r  t he  t h ree  s a fe ty  s t anda rds .  Among  the  f ac to r s  

o f  i nc rea s ing  and  ex i s t i ng  o f  a  co rpo ra t i on  due  t o  t he  

ex i s t ence  o f  t he  f i nanc i a l  ana lyzab l e  bus ines s .  In  add i t ion ,  

t he  fu tu re ,  i f  t h e  gove rnmen t  and  ag r i cu l tu r a l  coope ra t i ve s  i s  

g r adua l ly  pos i t i oned  fu r the r  c l a r i fy  t he  f a rming  type  

co rpo ra t i on  a s  a  ma ins t ay  o f  t he  ag r i cu l tu ra l  l and  and  

ag r i cu l tu r e ,  con s ide red  th a t  fu r the r  i nc rea se s  t he  pos s ib i l i t y  

o f  expans ion  o f  f a rming  type  co rpo ra t i on .   
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